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内 容 梗 概 
 
本論文は，筆者が大阪大学大学院工学研究科電気電子情報工学専攻博士後期課程在学中な
らびに日本電気株式会社在職中に行った移動通信システムのブロードバンド化ならびにオープン
化に関する研究成果をまとめたものであり，以下の 5章より構成される． 
 
第 1 章では，本研究の背景となる技術動向，市場動向を概説し，本研究の位置づけと目的を明
らかにする． 
第 2章では，TDMA (Time Division Multiple Access)移動通信システムのブロードバンド化を支
える無線伝送技術として，低コストで実現できる適応等化方式に対し，方式構成面からの理論的検
討を加え，最適受信方式として知られる最ゆう系列推定方式に着目し，その高い等化能力を低コ
ストで引き出す制御方式を提案する．具体的には，1)サンプルタイミング制御不要な分数間隔サン
プル型最ゆう系列推定方式の導出，2)実装を考慮した分数間隔サンプル型最ゆう系列推定方式
の演算量削減方式，3）固定小数点演算で高速な通信路変動に追従するトラッキング方式，4)受信
入力レベル制御を簡素化する極座標信号入力方式を提案する．計算機シミュレーション，プロトタ
イプ機による評価を行い，提案方式の有効性ならびに有用性を明らかにする． 
第3章では，IPによる移動ホスト収容を支える基盤技術として，ユニキャスト通信，マルチキャスト
通信の双方に対する制御方式を提案し，理論的検討を行った結果を述べる．さらに，IP の移動ホ
スト収容がネットワークオープン化にもたらす意義を明確化する．IP による移動ホスト収容の大きな
課題には，ホスト移動を考慮していない既存ホストとの後方互換性がある．ユニキャスト通信に関し，
後方互換性を維持すると共に，移動ホストを収容するための制御トラヒック量の抑圧と移動ホストに
関する冗長な通信路の削減を両立する方式を提案する．また，マルチキャスト通信に関し，まず，
物理的なネットワークトポロジに基づくメンバー参加ポリシーを想定する IP Multicast 方式のコンセ
プトは，移動ホストの参加にはそぐわないことを示す．この課題に対し，ホストの移動に即して参加
ポリシーのカテゴリを増やし，移動ホストの参加ポリシーに対応してデータグラム転送方法を適切に
使い分けることで，参加ポリシー遵守と移動ホストへのマルチキャストトラヒックの抑圧ができることを
明らかにする． 
第 4 章では，移動通信システムの需要喚起に向けて，オープン化されたインタフェースを活用し
た新サービス創出のための技術ならびに方策のあり方に対する検討と提案を行う．サービス創出
技術に関し，異種・複数の通信事業者が提供するサービスを束ねることで，単独通信事業者では
実現困難な広域・広帯域アクセスリンクを創出する方式を示す．このリンクを列車内インターネット
アクセスへ適用することを想定し，列車内での実験を通して有用性を示す．方策のあり方に関し，
通信事業者が提供するサービスを，個別最適化が求められる法人企業向け内線電話に適用する
ためのルールのあり方を検討する．フェムトセル基地局の利用者設備化，無線リソース管理業務の
部分委託，音声通話に関する帯域幅課金，みなしMVNO (Mobile Virtual Network Operator)の導
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入により，通信事業者サービスの法人企業向け内線電話への適用可能性が高まることを示す． 
第 5章は，本論文の結論であり，本研究で得られた結果の総括を行う． 
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第1章 序論 
 
コミュニケーションは，人の生活をより豊かにするために不可欠な要素である．特に，情報通信シ
ステムは，時間と空間を越えて，人と人，人と情報やモノをつなぐ極めて有効な手段である．昨今，
人と人をつなぐ基本機能である音声通話に加え，画像，ビデオやテキスト等，様々なメディアによる
コミュニケーションが実現され，より豊かなつながりが新たな価値として提供されていることは周知の
事実である．これは，情報通信を支えるデバイス技術からシステム化技術まで，幅広い要素技術の
研究開発の賜物である．本来，このようなエンドユーザに提供する価値の向上と共に，情報通信
「産業」も成長し，新たな価値の創出・提供を循環させる正のスパライルをまわし続けることが健全
な姿である．しかし，図 1-1に示すように，国内の電気通信事業の売上高[1][2]は，2001年の ITバ
ブル崩壊を境にして，拡大成長局面から縮小均衡局面へと大きく変化した．この状態では，新たな
価値の創出・提供の需給バランスがくずれ，健全な成長は見込めない． 
 
図 1-1 国内の電気通信事業の売上高推移 
工学的研究活動においては，エンドユーザが享受する価値を高める要素技術の研究に加え，
産業として健全な成長を支えるための研究も重要であると考える．この 2 つのアプローチによって
得られる成果を両輪としてはじめて，価値を享受するエンドユーザ，価値を提供する産業の両者が
win-win の関係を維持できる．本論文は，このような視点に基づき，グローバルに見て成長が著し
い移動通信にフォーカスをあてた研究成果をまとめるものである． 
 
国内の移動通信加入者数[3]は，図 1-2 に示すように，1990 年代中頃から急速に増加し，2006
年には 1 億加入を超え飽和状態にあるといえる．この間に，固定通信のオプションという位置づけ
から，ライフラインとみなされる[4]ほど，エンドユーザに対する提供価値は向上した．しかし，移動
通信サービスとしては，現在のところ普及期を経て成熟期に移行している[5]． 
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図 1-2 国内の移動通信加入者動向 
このような状況の中，図 1-3 に示すように，電気通信事業売上高全体に対する移動通信事業の
売上高比率は 2005年をピークに減少傾向を示すと共に，移動通信事業の売上高も，2006年をピ
ークに減少傾向を示している[1]． 
 
図 1-3 移動通信事業の売上高，売上高比率推移 
この状況を打破する移動通信市場全体の活性化が喫緊の課題であり，政府・総務省も様々な施
策を打ち出している[5][6]．同時に，活性化を加速できる効果的な研究開発も並行して進めていく
必要があると考える．これに向け，過去の固定系通信の状況を振り返り，移動通信に関する研究開
発のアプローチの方向性を整理することは，意義のあることと考える． 
 
固定アクセス系の加入者数，対前年度比の推移[7]を図 1-4 に示す．1970 年代後半から，加入
者電話契約者数の対前年度比が 5%程度の伸びに留まっている．これは，世帯数の増加率が 6～
7%程度[8]であり，ほぼ，飽和状態に達したものと考えられる．このような状況の中，2001 年以降，
ADSL (Asynchronous Digital Subscriber Line)，FTTH (Fiber To The Home)を軸としたデータアクセ
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ス加入者数が増大している．固定アクセス系は，加入者電話サービス事業からデータアクセスサー
ビス事業へ軸足を移すことで，成長局面に移行している．これは，新たなデータという通信メディア
の誕生という意味的変化がもたらしたものであるが，この成長局面に移行する経緯の整理の中から，
移動通信における研究開発のアプローチを見出してみる． 
 
図 1-4 固定アクセス系の加入者の推移 
データ通信を支えるネットワークの側面から捉えると，1980 年代は，ATM (Asynchronous 
Transfer Mode)[9]を軸とした集中型の垂直統合モデルに立脚した B-ISDN (Broadband Integrated 
Service Digital Netwotk)と IP (Internet Protocol)を軸としたオープンな水平分離モデルに立脚した
Internet[10]の覇権争いの時代と考えられる．結果的には，IP が大きく発展し，データ通信を支える
こととなったことは周知の事実である．この結果は，IP ネットワークのオープン性がキーとなっている
と考える．この過程を検証するために，図 1-4に主要な出来事も併せて示す． 
• B-ISDN: 
ISDN (Integrated Service Digital Netwotk)の後継として，コネクションを集中管理し，音声，
動画，データといった様々なメディアを高品質で提供するサービスを目指し，1991 年に
そのコンセプトが発表された[11]．1995 年には B-ISDN を支える ATM の仕様が[12]，
1996年には，ATM nativeな API (Application Interface)のコンセプトが定められた[13]． 
• Internet: 
米・国防省の ARPA (Advanced Research Projects Agency)の研究プロジェクトに端を発す
る Internetは，NSF (National Science Foundation)が管理する NSFNET (Nationa Science 
Foundation Network)をバックボーンとし，米国をはじめ各国の大学や研究機関を接続す
る学術ネットワークへ発展した．この過程で，1983 年には，4.2 BSD (Berkeley Software 
Distribution) OS (Oprating System)に Socket インタフェースが API として実装され広く公
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開された[14]．さらに，1991 年には，NSFNET の商用利用が解禁され，利用者の裾野が
大きく拡大していった[15]． 
• アクセス技術: 
1989年に xDSL技術がベルコア社によって開発された．これは，既存の音声通話用のメ
タル回線を用い，音声通話が利用しない 4 kHz 以上のバンドを用いて Mbps クラスの広
帯域伝送を行う技術である[16]．この技術は，光ファイバ等の新たなアクセスラインを敷
設する必要が無く，極めて安価にブロードバンド環境を提供することができる．さらに，
1996年の答申[17]に基づく電気通信事業法改正(1997年)により，アクセス網が開放され
xDSL技術を自由かつ公正に商用利用できる環境が整った． 
IP を機軸としてネットワークのオープン性を考えると，有線，無線など多様なリンク層以下のアクセ
ス技術を集約して上位層に対して仮想化する下位層に対するオープン性と，上位層が利用しやす
い API を提供する上位層に対するオープン性の 2 つがあると考える．この視点から B-ISDN と
Internetを比較すると， 
• 上位層に対するオープン性 
1983年に Socketインタフェースが実装・配布されることで広まった Internetでは，このAPI
を通じて，様々なアプリケーションが開発された．一方，B-ISDNは，1996年にAPIのコン
セプトが定められたに過ぎず，アプリケーション開発に 10年以上の時間差が生じている 
• 下位層に対するオープン性 
広帯域の光ファイバを前提としたATMに大きく依存するB-ISDNに対し，Internetは下位
層への依存性はない．これは，QoS (Quality of Service)の視点で見ると，Internetは劣る
ものの，低コストでブロードバンド環境を提供可能な ADSLの適用も可能である 
とまとめられる．この違いが，B-ISDNと Internetの明暗を分け，成長局面への変化に向けた一つの
必要条件になったと考える．また，ネットワークアーキテクチャとは独立の要件として，低コストなブ
ロードバンド化に対するニーズは高い．上述の xDSL のように，優れた技術を迅速に導入できる環
境を提供できるようにする適切な法制度の整備も固定アクセス系市場の活性化を加速するために
は不可欠な条件であると考える． 
また，データ通信による固定アクセス系市場の活性化は，ネットワークに加えて，端末やアプリケ
ーション・コンテンツとの関係も重要である．固定アクセス系において，新たなデータ通信を扱う主
要な端末としては，PCが挙げられる．図 1-5 に，国内の一般世帯における PCの普及率推移を示
す[18]．1993 年以降，徐々に普及率が立ち上がり始めたが，大きなターニングポイントは，1995 年
に販売されたWindows® 95 operating system1にある．この OSは，TCP/IPがバンドルされ，図 1-4
に示されるように ISDN 加入者の増加とあいまって，PC の普及率を後押しした．この頃には，
                                                        
 
1
 Windowsは，米国 Microsoft Corporation の米国、日本およびその他の国における登録商標で
ある． 
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Internet上のアプリケーションとして，SMTP (Simple Mail Transfer Protocol)[19]，POP (Post Office 
Protocol)[20]といった電子メール関連プロトコル，World Wide Web の基盤となる http (hyper text 
tranfer protocol)[21]，現在のブラウザの元となる NCSA Mosaic[22]，動画や音楽のストリーミング再
生に対応した Real AudioPlayer 等が Socket インタフェース上に開発されており，TCP/IP がバンド
ルされた PC で容易に利用できる環境となった．また，CD (Compact Disc)をはじめとする AV 
(Audio & Visual)コンテンツのディジタル化の進展，IEEE 1394[23]標準策定に伴う PC，AV機器の
ディジタルインタフェース接続の普及により，テキストに加えて，AV コンテンツを活用したコミュニケ
ーションも可能となり，普及率の上昇に拍車をかけた．併せて，ディジタルコンテンツの取扱に関し，
その著作権を保護する仕組みとして，1998年にはDTCP (Digital Transmission Content Protection)
が標準化[24]され，さらには，IPネットワークへ対応するために 2004年には DTCP-IP[25]も規格化
された2． 
 
図 1-5 PCの一般世帯普及率推移 
このように，IPによるネットワークの上位/下位層に対するオープン化，下位層におけるxDSLによ
る低コストなブロードバンド化，上位層におけるアプリケーション/コンテンツ，端末の進展があいま
って，固定アクセス市場の活性化の基盤は整ったと考えられる．しかしながら，実際には，図 1-1
のように，2001年の ITバブル崩壊以降，電気通信市場の売上高は縮小均衡化の様相を呈してい
る．この原因は，1)ネットワークインフラ設備の過剰性能と投資，2)ネットワークに対するエンドユー
ザの価値観の変化にあると考える． 
ネットワークインフラ設備の過剰性能と投資に関し，まず，図 1-6 にネットワークインフラを支える
光ファイバの伝送容量の推移を示す．1996年以降，WDM (Wavelength Division Multiplexing)技
術[26]の進展により，ファイバ 1 本あたりの伝送路容量はムーアの法則3を上回る速さで増加してい
                                                        
 
2
 現実的には，DTCP-IPは限定的な利用に留まり，最近は，JASRAC (Japanese Society for Rights 
of Authors, Composers and Publishers, 一般社団法人日本音楽著作権協会)と動画配信サイトとの
包括契約も結ばれている． 
3
米 Intel社の設立者ゴードン・ムーア （Gordon E. Moore）が 1965年に提唱した，半導体技術の進
歩に関する経験則．『半導体チップの集積度は，およそ 18カ月で 2倍になる』 というもの． 
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った．これは，1993 年の米国の「情報スーパーハイウェイ構想」の下，冷戦終結に伴う余剰軍事費
投入による光通信関連の研究開発競争によるところが大きい[27]． 
 
図 1-6 光ファイバの伝送容量の推移 
このような状況の中，2001 年の IT バブル崩壊が，通信事業者やネットワーク機器ベンダー，IT
機器ベンダー等，様々な産業に大きなインパクトを与えた．一例として，図 1-7 に，光通信機器と
ディスプレイ機器の国内生産高の推移を示す．ディスプレイ機器は，ITバブル崩壊により一時的に
売上高は減少に転じたものの，2002 年以降は再び成長局面に転換している．一方，光通信機器
の売上高は，数年に渡って低迷したままである．これは，需要の冷静な分析なしに行われた競争
的投資がオーバーヒートし，10年かけて育てるべき光通信インフラ市場を高々数年で飽和させてし
まった結果と分析されている[27]． 
 
図 1-7 光通信機器とディスプレイ機器の売上高推移 
この状況を回避するには，1)需要に見合った競争的投資のコントロール，2)競争的投資を回収で
きるような新たな需要創出，の 2つのアプローチが考えられる．市場の健全な成長を考えると，成長
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の鈍化を助長しかねない 1)のアプローチよりも，2)のアプローチを模索することが重要である． 
また，ネットワークに対するエンドユーザの価値観の変化を示す例として，現状のエンドユーザ
向けの ADSL料金体系[28]を表 1-1に示す． 
表 1-1 ADSLの料金体系 
ADSL料金 高速(NTT:47 Mbps/ソフトバンク:50 Mbps) 中速(12 Mbps) 
NTT東日本 3650 円/月 3550 円/月 
ソフトバンク 2780 円/月 2480 円/月 
 
この表より，中速と高速には，約 4 倍の通信路容量の差があることが分かる．これは，ネットワークイ
ンフラから見ると，アクセス系に加えて，基幹系へのインパクトも大きい．しかしながら，エンドユーザ
からみると，その付加価値は，高々，100 円～300 円/月程度であり，通信路容量増加が提供する
価値は相対的に低下していると言える．一方で，ADSLの導入は，1.5 Mbps程度の通信路容量に
もかかわらず，従来の従量制から定額・常時接続へと質的変化をもたらし，加入者数の増大を引き
起こした．これは，エンドユーザから見ると，通信路容量増加が提供する量的な価値よりも，質的変
化に対する価値を重視しているものと考える．これまで，多くの通信システムでは，右肩上がりの伝
送速度向上など，エンドユーザに対して量的変化を中心に訴求してきた．しかし，量的にある程度
の満足感が得られている市場では，更なる量的変化を提供するよりも，質的変化の提供を図ること
がより効果的であると考える． 
 
以上，固定通信系の動向を振り返ると，市場全体を活性化させ，健全な成長を促すための必要
条件として，次の 5点が挙げられると考える． 
必要条件1) 低コストで提供できるブロードバンド化 
必要条件2) ネットワークのオープン化によるコンテンツやアプリケーションの創出と多様な
下位層の仮想化 
必要条件3) 様々な技術を自由かつ公正に利用できる環境を提供する法制度 
必要条件4) 投資回収をより確実にするために，エンドユーザに対して質的変化をもたらす
価値の提供 
必要条件5) ネットワークインフラ，端末，コンテンツ/アプリケーションを連動させたトータルシ
ステムとしての付加価値向上 
マクロ的視野で眺めると，これらの条件は，情報通信を支えるネットワーク全体に対する必要条件と
考えて差し支えない．但し，固定/移動通信の違い，具体的には，固定通信の場合，通信サービス
の提供は，基本的にはケーブル敷設/通信ノードを基本とする設備競争が支配的要因となるが，移
動通信の場合は，固定通信と同様の設備競争に加えて，無線周波数，すなわち，電波という有限
な国民の共有資源の利用権に対する利権競争の側面を考慮する必要がある． 
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以上に述べた点を総合的に考慮すると，移動通信の活性化ならびに健全な市場の成長は，図 
1-8 に示すエコシステム4モデルをまわし続けることに帰着すると考える．このモデルでは，コンテン
ツ/アプリケーション，周波数および端末をエンドユーザに提供する価値(サービス)の源泉となるリソ
ースと捉える．コンテンツ/アプリケーション，周波数のリソースは，それぞれ，著作権保護やストリー
ミング等の配信技術，ブロードバンド化を支える伝送技術(必要条件 1))によって，アプリケーション
サービス，伝送サービスへ加工され，オープンシステムによって集約(必要条件 2))される．オープ
ンシステムは，アプリケーションサービス，伝送サービスを活用して，既存サービスおよびその延長
線上にあるサービスを提供すると同時に，既存サービスにさらなる加工を施す活用技術や法制度
整備による新たな質的変化をもたらすサービス(必要条件 3)，4))としてエンドユーザに提供する．
端末の進展とともに，既存サービスおよびその延長線上にあるサービスならびに新たな質的変化
をもたらすサービスをエンドユーザに提供し続けられるビジネスモデルを確立，維持することが，移
動通信産業の持つ価値を高め，健全な産業の成長を支える(必要条件 5))． 
 
図 1-8 移動通信産業のエコシステムモデルと本論文の位置づけ 
本研究の目的は，図 1-8 に示すエコシステムモデルに基づく移動通信産業全体の健全な成長
を実現することにある．これに向け，図 1-8 中の「ブロードバンド化」，「オープンシステム」，「活用
技術/法制度」にフォーカスを当てた研究成果をまとめるものである． 
第 2章では，移動通信システムのブロードバンド化を支える無線伝送技術として，最適受信方式
として知られる最ゆう系列推定(MLSE: Maximum Likelihood Sequence Estimation)方式に着目し，
その高い等化能力を低コストで引き出す制御方式を提案する．具体的には， 
                                                        
 
4
 生物学における生態系を意味する単語だが，近年ではビジネスにおける特定の業界全体の収
益構造を意味する単語として用いられることが増えてきた．1つの企業の収益構造は一般的に「ビ
ジネスモデル」と呼ばれるが，ある業界にかかわる複数の企業が協調的に活動して業界全体で収
益構造を維持し、発展させていこうという考え方． 
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• サンプルタイミング制御不要な分数間隔サンプル型MLSE方式の導出[29] 
• 実装を考慮した分数間隔サンプル型MLSE方式の演算量削減方式[29] 
• 固定小数点演算で高速な通信路変動に追従するトラッキング方式[30][31] 
• 受信入力レベル制御を簡素化する極座標信号入力方式[30][31] 
を提案し，計算機シミュレーションと実験による評価を行い，低コストでのブロードバンド化が可能で
あることを示す． 
第 3章では，IPによる移動ホスト収容技術を提案し，移動ホスト収容が IPのもつオープン性を高
めるものであることを示す．有線，無線等の多様なリンク層以下のアクセス技術を集約して上位層
に対して仮想化すると共に，上位層に対して共通のAPIを提供する IPは，オープンシステムとして
の Internetの軸となるプロトコルである．しかし，固定ホストを前提としたプロトコルであり，ホストの移
動に対して通信を継続させることは困難である．そこで，ユニキャスト通信，マルチキャスト通信を視
野に入れ， 
• ユニキャスト通信に対して，移動制御トラヒックの抑圧と通信経路の効率化を両立する IP2方
式[32][33] 
• IP Multicast 方式によるマルチキャスト通信に対して，移動ホストに対応するマルチキャスト
グループ構成ポリシーのあり方，効率的な移動ホストへのマルチキャストパケット送信方式
[34][33] 
を提案する． 
第 4 章では，移動通信を活用した新たな質的変化をもたらす新サービス創出の検討を行う．多
種多様なサービスが存在しうる中，「質的変化をもたらすサービス」の必要条件として，”既存の通
信事業者では実現困難なサービス”であるという視点に基づき，オープン化されたインタフェースを
活用した新サービス創出のための技術ならびに方策のあり方を示す． 
新サービス創出技術に関し，異種・複数の通信事業者が提供するサービスを束ねることで，単
独通信事業者では実現困難な広域・広帯域アクセスリンクを創出する方式を提案する．このリンク
を列車内インターネットアクセスへ適用することを想定し，列車内での実験を通して有用性を示す
[35][36]． 
新サービス創出の方策のあり方に関し，個別最適化が求められる法人企業向け内線電話に、通
信事業者が提供する移動通信サービスを適用するために必要な運用ならびに接続ルールのあり
方を検討する．フェムトセル基地局の利用者設備化，無線リソース管理業務の部分委託，音声通
話に関する帯域幅課金，みなしMVNO (Mobile Virtual Netwokt Operator)の導入により，通信事
業者サービスの法人向け内線電話適用の可能性が高まることを示す[37]． 
第 5章は，本論文の結論であり，本研究により得られた成果の総括を行う． 
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第2章 移動通信システムにおけるブロードバンド
伝送技術 
 
2.1. 緒言 
陸上移動通信における無線伝搬路は，高速な時間変動を伴う符号間干渉が生じる通信路にモ
デル化される．移動通信のブロードバンド化に向け，このような通信路を介して，いかに低コストで
広帯域なデータ伝送を行うかが技術課題の一つである．この課題解決のために適用すべき技術
は，アクセス方式によって異なる．第 3 世代移動通信 (IMT-2000: International Mobile 
Telecommunications-2000))システム以降のアクセス方式として，TDMA，CDMA (Code Division 
Multiple Access)，OFDMA (Orthogonal Frequency Division Multiple Access)が規定されており[38]，
各アクセス方式に対する適用技術は， 
• TDMA: 適応等化 
• CDMA: RAKE受信 
• OFDMA: ガードインターバルの付加 
を基本とし，研究開発が進められている．TDMA は，図 2-1 に示すように，2009 年の第 2 四半期
現在，全世界の移動通信加入者の 80 %を占め，1～2 Mbps程度のブロードバンド環境を提供して
いる．今後，CDMA，OFDMA が増加し，高速化が進展する方向ではあるが，TDMA 方式は初期
の移動通信のブロードバンド化を牽引し，世界的にみて現在の主力方式である． 
 
図 2-1 アクセス方式別の移動通信加入者数と伝送速度の概要 
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本章では，TDMAを想定した適応等化方式を検討する．移動通信用の等化方式として，等化能
力の高さから判定帰還形等化器や MLSE 受信器の非線形等化方式が注目されている[39]．本章
では，最適受信方式として知られるMLSEに着目し，その高い等化能力を低コストで引き出す制御
方式を提案する．具体的には， 
• サンプルタイミング制御不要な分数間隔サンプル型MLSE方式の導出[29] 
• 実装を考慮した分数間隔サンプル型MLSE方式の演算量削減方式[29] 
• 固定小数点演算で高速な通信路変動に追従するトラッキング方式[30][31] 
• 受信入力レベル制御を簡素化する極座標信号入力方式[30][31] 
を提案し，計算機シミュレーションと実験による評価を行い，低コストでのブロードバンド化が可能で
あることを示す． 
2.2. 分数間隔サンプル型 MLSE方式 
本節では，まず，分数間隔サンプルを行う場合の通信路をモデル化し，このモデルに基づいて
分数間隔サンプル型MLSE受信器を理論的に導出する． 
2.2.1.  通信路モデル 
図 2-2 に，シンボル速度の N倍の速度でオーバサンプルする場合の一般的な通信路モデルを
示す．時間T 間隔の変調されたインパルス列 ( )L,2,1,0),( ±±=kks が送信シンボル系列として入
力される．時刻 kTt = における送信シンボル )(ks は，送信フィルタ(TX Filter)で波形整形され，時
間変動を有する周波数選択性フェージングチャネルを介して受信機に送信され，受信フィルタ(RX 
Filter)により帯域制限される．以下では，TX Filterから RX Filter までを一つの通信路と考える．こ
のとき，通信路のインパルスレスポンス長をmT (T :シンボル長)とすると，図 2-2 に示す Nm× タッ
プのトランスバーサル型フィルタでモデル化できる． 
 
)(ks
NT /
0,0h
NT /
1,0h
NT /
1,0 −Nh
NT /
0,1−mh
NT /
1,1 −− Nmh
NT /
N
Nm ⋅
N
Σ
( )Nikr /+
)(ks
( )Nikr /+
1,1−mh
 
図 2-2 通信路モデル 
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送信シンボル系列は T 間隔でしか値を持たず， )/( Nikr + に寄与する送信シンボルは，
))1((,),1(),( −−− mksksks L の m 個のシンボルに限定されるため，時刻 ( )TNikt /+= , 
( )1,1,0 −= Ni L における通信路出力である )/( Nikr + は， 
∑
−
=
⋅−=+
1
0
,)()/(
m
j
ijhjksNikr    (2-1) 
と表される．すなわち，ある特定の時刻の通信路出力に関与するインパルスレスポンスの要素は，
Nm ⋅ 個のうちのm個であり，しかもそれらは， )(ks の生起間隔と等しいT間隔でのみ値をもつとい
う性質を有する． 
この結果より，図 2-2等価モデルとして，図 2-3に示すT間隔のm タップで構成される N個のト
ランスバーサルフィルタを用いたモデルを考えることができる． 
T T T
0,0h 0,1h 0,2−mh 0,1−mh
1,0 −N
h 1,1 −Nh 1,2 −− Nmh 1,1 −− Nmh
NT /
T T T
NT /
Σ
Σ
)(ks
N
m
m
L),1(),( +krkr
L),/)1(1(),/)1(( NNkrNNkr −++−+
{ })/( Nikr +
( )1,1,0 −= Ni L
 
図 2-3 等価通信路モデル 
図 2-3 において， i番目のトランスバーサルフィルタのタップ係数は NiT / だけオフセットさせたT
間隔の通信路インパルスレスポンスであり，時刻 kT ～時刻 ( )TNNk /)1( −+ における通信路出力
は，それぞれのトランスバーサルフィルタの出力として NT / ごとに得られる．ここで，各トランスバー
サルフィルタのタップ係数で構成されるベクトル， 
( ) ( )1,2,1,0,,,, ,1,1,0 −== − Nihhhh imiii LL
r
   (2-2) 
をT間隔の通信路インパルスレスポンスベクトルと呼ぶ．それぞれのトランスバーサルフィルタをT
間隔でサンプルされた異なる通信路ととらえると，それぞれのフィルタ出力は，同一の送信シンボ
ルが異なる N個の通信路を介して受信された受信信号とみなすことができる． 
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2.2.2. 分数間隔サンプル型 MLSE受信器の構成 
図 2-3 に示したように，シンボル速度の N倍の速度でサンプルされた受信信号系列は，シンボ
ル速度でサンプルされた N個の系列ととらえることができる．そこで，シンボル速度の N倍の速度
でサンプルされた受信信号系列に対する最ゆう系列推定方式として，シンボル速度でサンプルさ
れたN 個の系列に対するブランチメトリックを求め，そのブランチメトリックに基づいて最ゆう系列推
定を行う方式が考えられる．この方式に基づく最ゆう系列推定受信器を，分数間隔サンプル型
MLSE受信器として提案する． 
図 2-4は，提案する MLSE受信器の構成である．この受信器は， NT / 周期の通信路出力をT
間隔で直列/並列変換してブランチメトリックを求める．この結果，時刻 kT ～時刻 ( )TNNk /)1( −+
間に受信される N個の受信信号 )/)1((,),/1(),( NNkrNkrkr −++ L が，ブランチメトリック演算
回路に並列に入力される．この入力信号は，式(2-1)に示すように，同一の送信シンボル群，
))1((,),1(),( −−− mksksks L のみの成分を含んでいる．ブランチメトリック演算回路は， N個の受
信信号とそれぞれの系列に対するT間隔の通信路インパルスレスポンスベクトル
0
h
r
～
1−N
h
r
を用い
て，ブランチメトリックを求める．さらに，求められたブランチメトリック値は，ACS (Add, Compare and 
Select)回路およびパスメモリからなるビタビプロセッサに入力され，ビタビアルゴリズムによる最ゆう
系列推定を行い，送信シンボル推定値 )(ˆ ks を出力する． 
)(kr
)/)1(( NNkr −+
( )1,,1,0, −= Nih
i
L
r
)(ˆ ks
 
図 2-4 分数間隔サンプルを用いたMLSE受信器 
2.2.3. 分数間隔サンプル型 MLSE受信器のブランチメトリック演算 
シンボル間隔でサンプルされた信号を入力とするMLSE (シングルサンプルMLSE)受信器では，
サンプルごとに符号間干渉を与える送信系列パターンが変化するため，受信信号が入力されるご
とに状態遷移が生じブランチメトリックが求められる[44]．これに対し， NT / 周期でサンプルされた
受信信号を入力とする分数間隔サンプル型 MLSE 受信器では，図 2-3 に示したように，時刻 kT
～時刻 ( )TNNk /)1( −+ 間に得られる N個の受信信号 )/)1((,),/1(),( NNkrNkrkr −++ L は，
同一の送信系列から得られるため， N個の受信信号が入力されるごとにブランチメトリックを求め，
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状態遷移を行う．ブランチメトリックは， N 個のサンプル値からなる受信信号ベクトル
))/)1((,),/1(),(()( NNkrNkrkrkr
T
−++= L
r
に対するm個の送信シンボル候補で構成される送
信シンボル候補ベクトル )))1((~,),1(~),(~(~ −−−= mkskskss L
r
のゆう度として求められ， )(kr
T
r
に対
するブランチメトリック )~(s
r
Λ は， 
)~|)(()~( skrps T
r
r
r
=Λ      (2-3) 
で与えられる．ここで， )~|)(( skrp
T
r
r
は， s
r
~で条件付けされた )(kr
T
r
の結合確率密度関数である． 
例として，雑音として平均がゼロ，分散が 2σ のガウス雑音，サンプル周期を NT / とした場合の
)~(s
r
Λ は，次式で与えられる(詳細は付録 A参照)． 
( ) 







++−⋅
⋅
=
==Λ
∑
−
=
∗
1
0,
2/
)/()/(
2
1
exp
det)2()~(
1
)~(
)~),((
)~|)(()~(
N
ji
ijN
T
T
NjkNik
sp
sp
skrp
skrps
εελ
pi µ
r
r
r
r
r
r
r
  (2-4) 
式 (2-4)において， )~(sp
r
は送信系列候補ベクトル s
r
~ の確率密度関数， )/( Nik +ε ，
)1,,1,0( −= Ni L は，雑音が加算された受信信号ベクトル )(kr
T
r
と雑音が存在しない場合の理想
的な受信信号ベクトル ))/)1((ˆ,),/1(ˆ),(ˆ()(ˆ NNkrNkrkrkr
T
−++= L
r
5
との差ベクトル， 
( )
( ))/)1((,),/1(),(
)/)1((ˆ)/)1((,),/1()/1(),(ˆ)(
)(ˆ)()(
NNkNkk
NNkrNNkrNkrNkrkrkr
krkrk
TTr
−++=
−+−−++−+−=
−=
εεε
ε
L
L
r
rr
 (2-5) 
の各要素である．また，µは )(k
r
ε
r
の共分散行列， ijλ は共分散行列µの逆行列の第 ji, 成分であ
り，∗は複素共役を示す．更に，ブランチメトリックは，受信信号ベクトル )(kr
T
r
と送信系列候補ベク
トル s
r
~に依存する値のみ意味をもつ．ここで，送信シンボルの )(ks の生起が一様であれば，その送
信系列候補ベクトル s
r
~の生起も一様と考えられ， )~(sp
r
は s
r
~によらず一定となるので，ブランチメトリ
ックを求めるには，式(2-4)のうち expにかかる部分の実数成分，すなわち， 








++ℜ=Λ ∑
−
=
∗
1
0,
)/()/()~(
N
ji
ij NikNiks εελ
r
   (2-6) 
を求めることで十分である． 
以上のように，雑音としてガウス雑音を仮定すると，ブランチメトリックは実際の受信信号ベクトル
)(kr
T
r
と受信信号レプリカベクトル )(ˆ kr
T
r
の差信号ベクトル )(k
r
ε
r
と前置フィルタ帯域とサンプル周
                                                        
 
5
受信側でこの信号を得ることは不可能である．このため，例えば，判定結果と通信路インパルスレ
スポンス推定ベクトルを用いて再変調することによって求められる値を用いる． 
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期によって定まる雑音の正規化相関係数から求めることができる．前置フィルタ帯域幅，サンプル
周期および雑音の正規化相関係数の定量的な関係について付録 Bに示す． 
具体例として，サンプル周期を 2/T ，各サンプルに対する雑音の 2 乗平均値をそれぞれ等しく
2
σ ，雑音の正規化相関係数を 1,0ρ とした場合について示す．このとき， 








=
22
1,0
2
1,0
2
σσρ
σρσ
µ     (2-7) 
)1(
1
2
1,0
21,10,0 ρσ
λλ
−
==     (2-8) 
)1(
2
1,0
2
1,0
1,01,0
ρσ
ρ
λλ
−
−
==
    (2-9) 
となる．これらの式を式(2-6)に代入することにより， )~(s
r
Λ は， 
[ ]








+−++⋅
−
ℜ=Λ ∗ )2/1()(2|)2/1(||)(|
)1(
1
)~( 1,0
22
2
1,0
2
kkkks εερεε
ρσ
r
 (2-10) 
で与えられる．さらに， ))1(/(1 21,0
2
ρσ − は s
r
~に依存しないため，ブランチメトリックとして求める必要
はなく，最終的にブランチメトリックは， 
( ))2/1()(2|)2/1(||)(|)~( 1,022 +−ℜ++=Λ ∗ kkkks εερεε
r
  (2-11) 
に基づいて求めることができる．式(2-11)に基づくブランチメトリック演算回路を図 2-5に示す． 
)~(s
r
Λ
Σ
2
•
[ ]•ℜ
2
•
1,02ρ−
)(ˆ)( krkr
TT
−
)2/1(ˆ)2/1( +−+ krkr
TT
)(kr
)2/1( +kr
 
図 2-5 ブランチメトリック演算回路 
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2.3. 状態数を制限した分数間隔サンプル型 MLSE受信器の構成 
帯域制限された通信路を用いる場合，送信信号はロールオフフィルタ等により，波形整形される．
このため，受信信号には，伝送路の遅延波に起因する符号間干渉ひずみと波形整形ロールオフ
波形が畳み込まれたひずみが生じる．このひずみはサンプルタイミングの違いによって大きく異な
る上に，時間的に広がったものとなる．MLSE 受信器がこのようなひずみに対処するためには，時
間的に広がったひずみを生じさせるすべての送信シンボルを考慮しなければならず，サンプルタイ
ミングによっては，MLSE 受信器の状態を構成するために必要な送信シンボル数が大幅に増大し
てしまう．本節では，現実的な構成として，状態数を制限した場合の分数間隔サンプル型MLSE受
信器について検討し，ブランチメトリック合成法を提案する． 
2.3.1. 状態数制限による劣化要因 
帯域制限された通信路において符号間干渉が生じる例として，送受信フィルタ総合の特性とし
てロールオフ率 0.35 のナイキストフィルタ，伝送路として主波と，主波と同レベルでＴだけ遅延した
遅延波が存在する 2 波モデルを用いた場合の通信路インパルスレスポンスを図 2-6 に示す．図 
2-6において，細実線は主波の通信路インパルスレスポンス，破線は遅延波の通信路インパルスレ
スポンス，太実線は総合の通信路インパルスレスポンスである． 
 
図 2-6 通信路インパルスレスポンスの例 
サンプル周期を 2/T ，サンプルタイミングは，主波がピークとなるタイミングに同期したタイミング
( 0=τ )，このタイミングから 2/T だけオフセットしたタイミング( 2/T=τ )とする．この場合，この通信
路に対する等価モデルは，実線矢印で示されるT間隔の通信路インパルスレスポンス列をタップ
係数とするトランスバーサルフィルタ(TR0)と破線矢印で示されるT 間隔の通信路インパルスレスポ
ンス列をタップ係数とするトランスバーサルフィルタ(TR1)から構成することができる．TR0 のインパ
  
 18
ルスレスポンスは T,0=τ の 2 点のみで非零の値をとるが，TR1 のインパルスレスポンスは
L,2/3,2/1 TT ±±=τ の点で非零の値をとり得ることがわかる．これは，TR0 の出力は 1 つの送信
シンボからルのみの符号間干渉が生じるが，TR1 の出力は無限の送信シンボルからの符号間干
渉が生じてしまうことを意味する．このように，サンプルタイミングの違いにより，それぞれのトランス
バーサルフィルタ出力は，異なる数のシンボルからの符号間干渉が生じる．MLSE 受信器の状態
を構成する送信シンボルの数としては，最長の符号問干渉を与える送信シンボル数だけ必要にな
り，実用的ではない．一方，状態数を制限した場合，状態数によって定められる等化可能なシンボ
ルより多くの送信シンボルからの符号間干渉が生じているトランスバーサルフィルタ出力に対する
レプリカを十分な精度で求められないため，残留ひずみにより差信号ベクトルの信頼度は大きく劣
化してしまう． 
そこで，受信信号サンプル )/( Nikr + とそのレプリカ )/(ˆ Nikr + の差信号を各トランスバーサル
フィルタに対する通信路インパルスレスポンス推定値の信頼度で重み付けし，重み付けされた差
信号ベクトルを用いてブランチメトリックを求める方法を提案する．状態数を制限した場合，雑音の
相関に起因する特性劣化よりも，レプリカに生じる残留ひずみに起因する特性劣化が支配的な要
因になると考えられる．そこで，ブランチメトリック演算回路としては，図 2-5 から雑音の相関を考慮
する部分を削除したものをベースに検討を行う．本節で検討するブランチメトリック演算回路を図 
2-7に示す．図 2-7の加算器入力を )/(ˆ Nikr + に対する信頼度情報 )(iω で重み付けすることによ
って，状態数を制限することに起因する特性劣化を抑圧する．このとき，MLSE 受信器に入力され
るブランチメトリックは， 
∑
−
=
+−+⋅=Λ
1
0
2
)/(ˆ)/()()~(
N
i
NikrNikris ω
r
   (2-12) 
と表せる．ここでは，この重み係数制御方法として，MLSE受信器の判定結果を用いて逐次的に通
信路の時間変動に追従する構成の適応型 MLSE[40]-[44]に対し，等価通信路モデルにおけるそ
れぞれのトランスバーサルフィルタに対する通信路インパルスレスポンス推定回路における誤差信
号に基づいて定める方法を提案する． 
2
)(ˆ)( krkr −
2
)/1(ˆ)/1( NkrNkr +−+
)/1( Nkr +
)(kr
)0(ω
)1(ω
Σ
)~(s
r
Λ
2
)/)1((ˆ)/)1(( NNkrNNkr −+−−+
)/)1(( NNkr −+
)1( −Nω
 
図 2-7 状態数を制限した場合のブランチメトリック演算回路 
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2.3.2. 誤差信号に基づくブランチメトリックの重み付け合成 
通信路インパルスレスポンス推定回路における誤差信号には，次のような特徴がある． 
• 判定結果が正しくかつ符号間干渉が生じるシンボル数が MLSE受信器の状態を構成す
るシンボルの数より小さい場合，通信路インパルスレスポンス推定回路ではレプリカを高
精度に復元できるため誤差信号はほとんどゼロとなる． 
• 符号間干渉が生じるシンボル数がMLSE受信器の状態を構成するシンボルの数より大き
い場合には，たとえ判定結果が正しくても残留符号間干渉によるひずみのためにレプリ
カの精度が下がり，誤差信号が大きくなる． 
このため，誤差信号の大小に基づいてく重み係数の制御を行うことが可能となる．具体的には，
)(iω の最も簡単な制御方式として次のアルゴリズムが考えられる． 
 
〈重み係数制御アルゴリズム〉 
通信路インパルスレスポンス推定回路において，それぞれの誤差信号電力をMT 時間にわ
たって平均し，その値をスレッショルドレベル
h
T と比較して，
h
T よりも大きい場合には 0)( =iω ，
h
T を超えない場合には 1)( =iω とする． 
 
このアルゴリズムは，MLSE受信器の動作を以下のように制御することができる． 
• それぞれの誤差信号の平均電力がスレッショルドを超えない場合，それぞれの系列にお
ける通信路インパルスレスポンスは MLSE 受信器の等化能力内であると判断し，差信号
ベクトルの各要素の 2乗和を等利得合成する合成型( 1)( =iω )で動作する． 
• スレッショルドを超えた系列があれば，その系列における通信路インパルスレスポンス長
がMLSE受信器の等化能力外であると判断し，その系列に対する差信号ベクトルの要素
の 2乗和を無視する選択型で動作する．但し，すべての )(iω がゼロになると復調できなく
なるので，少なくとも一つの系列に対する )(iω は１にする． 
以上のように，提案する状態数を制限した分数間隔サンプル型MLSE受信器では，異なるタイミ
ングでサンプルされた系列に対してそれぞれブランチメトリックを求め，ブランチメトリックの品質に
応じて適応的に選択/合成を行った結果に基づいて最ゆう系列を推定するものである．提案したア
ルゴリズムでは，重み係数 )(iω は 0 または 1 の 2 値しかとらないが，誤差信号に応じて多値，ある
いは実数値をとることもできる．このような構成のMLSE受信器により，以下の効果が期待できる． 
 
本 MLSE 受信器では，サンプルタイミングが異なるT間隔の系列に対してブランチメトリックを
求め，等化できない残留符号間干渉成分が少ない系列から得られるブランチメトリックを適応
的に用いる．このため，MLSE 受信器の前段でサンプルタイミング制御を行わなくとも，MLSE
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受信器内部で適応的にサンプルタイミング制御が行われ，十分な受信特性が期待できる． 
2.4. 受信特性評価 
状態数を制限した分数間隔サンプル型 MLSE 受信機の受信特性に関し， 2/T 間隔でサンプ
ルされた受信信号を入力としたMLSE受信器を例にとり，計算機シミュレーションとプロトタイピング
したハードウェア装置(プロトタイプ機)を用いて評価する．計算機シミュレーション評価においては，
分数間隔サンプル型 MLSE 受信器の動作を詳細に評価する．また，プロトタイプ機を用いた評価
では，遠近問題に起因する受信信号のダイナミックレンジ変動に対処できるように，フロントエンド
にログアンプを用いた構成で評価する．この評価により，ビット誤り率に加えて，受信信号のダイナ
ミックレンジ変動への耐性も評価する． 
2.4.1. 計算機シミュレーション評価 
シミュレーション諸元を表 2-1に示す．この場合の等価通信路モデルとしては，T 間隔の二つの
トランスバーサルフィルタで構成される．シミュレーションでは，MLSE 受信器の復調結果を用いて，
1次QT-LMS (Quick Tracking-Least Mean Square)アルゴリズム[45][46]により通信路の時間変動に
追従する適応型 MLSE 受信器を用いる．1次 QT-LMS アルゴリズムを用いた適応型 MLSE 受信
器の構成は，付録 Cに示す． 
表 2-1 シミュレーション主要諸元 
変復調部 
変復調方式 4/pi シフト QPSK(Quadrature Phase Shift Keying )/準同期検波 
伝送速度 23.4k baud 
バースト構成 162 symbol (preamble: 先頭 14 symbol) 
送受信フィルタ 35 ％ルートナイキストフィルタ 
MLSE受信器部 
状態数 4 
パスメモリ長 2 
適応アルゴリズム 1次 QT-LMS )005.0,05.0( 10 =∆=∆  
ブランチメトリック合成方式 インパルスレスポンス推定器誤差信号による合成 
 
図 2-8 はシミュレーションに用いる MLSE 受信器のブロック図である．図において，受信信号は，
2/T だけタイミングが異なるT 間隔のサンプルパルスでサンプルされ，T 間隔でサンプルされた
二つの受信信号系列 )0,(kr ， )1,(kr を得る．この受信信号系列は，等価通信路モデルのそれぞれ
のトランスバーサルフィルタ出力である．本シミュレーションでは雑音の正規化相互相関係数をゼロ
と仮定し，この二つの系列の通信路インパルスレスポンスベクトル ),( 1,00,00 hhh =
r
， ),( 1,10,11 hhh =
r
を用いて，それぞれの系列から差信号ベクトルを求めて，各要素の 2乗和を重み付け合成すること
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によって，状態遷移に対するブランチメトリックを得る．重み係数 )0(ω ， )1(ω は，それぞれの系列に
対する適応型通信路インパルスレスポンス推定器(図中，Adaptive Channel Estmator)から供給され
る．重み係数 )0(ω ， )1(ω は，2.3.2 に示したアルゴリズムに基づいて制御される． )0(ω ， )1(ω で重
み付け合成されて得られた状態遷移に対するブランチメトリックは，ACS 回路，パスメモリからなる
ビタビプロセッサに入力され，最ゆう系列を推定する．また，それぞれの通信路インパルスレスポン
ス推定器は，等価通信路モデルのそれぞれのトランスバーサルフィルタのタップ数を 2 とし，
0
h
r
と
1
h
r
を独立に推定する． 
2/T
2/T
)1(h
r
)0(ω )0(h
r
)1(ω
 
図 2-8 MLSE受信器のブロック図 
2.4.1.1.ブランチメトリック合成方式の評価 
2.3.2 に示した重み係数制御アルゴリズムの動作特性を確認するために，スレッショルドレベル
h
T をパラメータにした特性をシミュレーションにより求めた．この結果を図 2-9に示す． 
2-Ray Rayleigh Model, delay=T, f
d
=80 Hz
pi/4-QPSK, α=0.35, E
b
/N
0
=18 dB, M=20
Double sampling, QT-LMS (∆
0
=0.05, ∆
1
=0.005)
4-state MLSE, Path memory=2
Threshold level (T
h
)
: sample timing offset = 0/8T, 4/8T
: sample timing offset = 2/8T, 6/8T
 
図 2-9 Thresholdによる動作の違い 
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図では，Tだけ遅延した遅延波が存在する 2 波モデルにおける特性であり，サンプルタイミング
が ( )TT 8/4,8/0 の場合と ( )TT 8/6,8/2 の場合を示したものである．ここで，サンプルタイミング
T8/0 は，先行波にサンプルタイミングを合わせた場合を示す．サンプルタイミングが ( )TT 8/4,8/0
の場合は，それぞれの系列に対する特性差が大きいため， T8/0 でサンプルされた系列をとるよう
に選択型で動作すべきケースである．また，サンプルタイミングが ( )TT 8/6,8/2 の場合は，両系列
とも単独では受信特性の劣化が大きく，合成型で動作すべきケースである．
h
T が小さい場合には，
ブランチメトリック選択型として動作する場合が増加するため，サンプルタイミングが ( )TT 8/4,8/0
の場合の特性が向上し，
h
T が大きい場合には，ブランチメトリック合成型として動作する場合が増
加するため，サンプルタイミングが ( )TT 8/6,8/2 の場合の特性が向上することがわかる． 
また，誤差信号平均時間M をパラメータとした特性を図 2-10 に示す．M を大きくとることによっ
て，誤差信号の SN (Signal to Noise)比が向上するためサンプルタイミングが ( )TT 8/6,8/2 の場合
の特性が改善されることがわかる．一方，サンプルタイミングが ( )TT 8/4,8/0 の場合には，平均操
作により選択動作に遅延が生じる効果が誤差信号の SN比向上効果より大きくなるため，若干の特
性劣化が生じてくると考えられる． 
: sample timing offset = 2/8T, 6/8T
Averaging symbol length (M)
2-Ray Rayleigh Model, delay=T, f
d
=80 Hz
pi/4-QPSK, α=0.35, E
b
/N
0
=18 dB, T
h
=0.25
Double sampling, QT-LMS (∆
0
=0.05, ∆
1
=0.005)
4-state MLSE, Path memory=2
: sample timing offset = 0/8T, 4/8T
 
図 2-10 平均シンボル長による動作の違い 
これらの結果より，本アルゴリズムは，異なるサンプルタイミングでサンプルされた信号系列に対
する通信路インパルスレスポンス推定値の信頼度に応じて，適応的にブランチメトリックの選択/合
成を行っていることがわかる． 
2.4.1.2. ビット誤り率特性 
図 2-8の受信機のビット誤り率特性のシミュレーション結果を図 2-11～図 2-14に示す．重み係
数制御に関し，スレッショルド(
h
T )を 0.25，平均時間M を 11 としている．それぞれの図では，最大
ドップラ周波数(
d
f )を 80Hz(正規化ドップラ周波数， 0034.0=⋅Tf
d
)，
0
/ NE
b
を 18 dB，遅延波の
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遅延時間がT ， 2/T および 4/T の 2 波レイリーモデルの場合とフラットフェージング下における受
信特性であり，横幅はサンプルタイミングオフセットである． T8/0 は先行波にサンプルタイミングを
同期させた場合を示す．比較のために，シングルサンプルMLSE受信器の場合の受信特性も示し
ている． 
2-Ray Rayleigh Model, delay=T, f
d
=80 Hz
pi/4-QPSK, α=0.35,
M=11, T
h
=0.25,
E
b
/N
0
=18 dB
QT-LMS (∆
0
=0.05, ∆
1
=0.005)
4-state MLSE, Path memory=2
sample timing offset
: conventional (single sample)
: proposed (double sample)
 
図 2-11 T遅れの遅延波がある場合の受信特性 
2-Ray Rayleigh Model, delay=T/2, f
d
=80 Hz
pi/4-QPSK, α=0.35,
M=11, T
h
=0.25,
E
b
/N
0
=18 dB
QT-LMS (∆
0
=0.05, ∆
1
=0.005)
4-state MLSE, Path memory=2
: conventional (single sample)
: proposed (double sample)
sample timing offset
 
図 2-12 2/T 遅れの遅延波がある場合の受信特性 
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: conventional (single sample)
: proposed (double sample)
2-Ray Rayleigh Model, delay=T/4, f
d
=80 Hz
pi/4-QPSK, α=0.35,
M=11, T
h
=0.25,
E
b
/N
0
=18 dB
QT-LMS (∆
0
=0.05, ∆
1
=0.005)
4-state MLSE, Path memory=2
sample timing offset
 
図 2-13 4/T 遅れの遅延波がある場合の受信特性 
Flat Rayleigh Fading, f
d
=80 Hz
pi/4-QPSK, α=0.35,
M=11, T
h
=0.25,
E
b
/N
0
=18 dB
: conventional (single sample)
: proposed (double sample)
Path memory=2,
4-state MLSE
QT-LMS (∆
0
=0.05, ∆
1
=0.005)
sample timing offset
 
図 2-14 フラットフェージング下の受信特性 
以上のシミュレーションにより，分数間隔サンプル型 MLSE 受信器の受信特性は，次のようにまと
めることができる． 
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図 2-11 のT遅れの遅延波がある場合や図 2-14 のフラットフェージング下では，従来のシン
グルサンプル型 MLSE 受信器では，サンプルタイミングによる特性差が大きい．これに対し，
提案するMLSE受信器では，サンプルタイミングの違いによる特性差が小さくなる．図 2-11で
は，最適サンプルタイミングに対する受信特性に劣化が見られるが，図 2-14 では全サンプル
タイミングに対して受信特性が向上している． 2/T 遅れの遅延波がある場合（図 2-12）， 4/T
遅れの遅延波がある場合（図 2-13）についても，サンプルタイミングによる受信特性の違いは，
従来のMLSE受信器よりも減少していることがわかる． 
2.4.2. プロトタイプ機を用いた評価 
プロトタイプ機による評価では，遠近問題に起因する受信信号レベルのダイナミックレンジ変動
に対処するために，フロントエンドにログアンプを用いた構成の装置を用いる．付録 D に，詳細な
装置構成，MLSE 受信器に適用する際の要件を示す．表 2-2 にプロトタイプ機の主要諸元を示
す． 
表 2-2 プロトタイプ機の主要諸元 
RF周波数 900 MHz帯 
変調方式 4/pi シフト QPSK 
シンボル速度 24.3 kbaud 
バースト長 162 シンボル 
RSSI分解能 10 bit 
位相分解能 6 bit 
トラッキング演算 16 bit固定小数点 
 
また，図 2-15 は，本プロトタイプ機に実装したログアンプの特性であり，典型的なログアンブの特
性である．このログアンプは，log リニアに増幅された信号と振幅をリミットした信号(リミッタ出力)の 2
つの信号を出力する．ログアンプ特性の log リニアリティはほぼ 60 dBに渡り維持されており，十分
実用に耐え得ると考えられる．skew は，log リニアな増幅出力とリミッタ出力の出力時間差であり，
主に受信レベルが低い場合に発生する．これは，ログアンプ内で後段の増幅器出力より振幅が検
出され，中間に位置する雑音抑制のフィルタを通過することによって生じる．図 2-15 より，0dBm～
-60 dBmの範囲では T05.0± (Tはシンボル時間)以内の変動に収まっている． 
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図 2-15 ログアンプの振幅特性と skew特性 
図 2-16 は， dB20/
0
=NE
b
，時速 8 km/h( Hz4.6≈
d
f )，100 km/h（ Hz100≈
d
f ）での移動を
想定したT遅れの遅延波が存在する 2 波レイリーモデルで，横軸を入力信号レベルとした場合の
特性である．図より，受信特性がほぼ一定となるダイナミックレンジは，40 dB程度であることがわか
る．これは，フェージングにより生じる受信信号レベルの変動成分がログアンプによってクリップされ
ることに起囚する．しかし，受信レベルが十分に高い場合には，大きな遅延時間を有する遅延波が
生じる確率は低く，MLSE受信器を用いる必要はない[50]と考えられるので，40 dB程度のダイナミ
ックレンジをカバーできれば十分である． 
2-Ray Rayleigh Model, delay=T
40 dB
: 80 km/h
: 100 km/h
 
図 2-16 ビット誤り率対入力信号レベル特性 
図 2-17 は，図 2-16 と同様の通信路モデルを用いて，サンプルタイミングを T32/1 毎に変化させ
  
 27 
た場合の特性である．入力レベルは-80 dBm とし， T32/0 のサンプルタイミングは図 2-16 の特性
を与えるサンプルタイミングである，この図より，本受信機の受信特性は，サンプルタイミングに依存
せず，良好な特性が得られていることがわかる． 
2-Ray Rayleigh Model
E
b
/N
0
=20 dB
delay=T, f
d
=80 Hz
 
図 2-17 ビット誤り率対サンプルタイミング特性 
2.5. 結言 
本章では，TDMA 移動通信システムのブロードバンド化の課題である，時間変動する符号間干
渉を抑圧できる低コストな等化方式を提案した．提案方式は，最適受信方式として知られる MLSE
方式の等化能力を低コストで引き出すものであり， 
• サンプルタイミング制御を不要とする分数間隔サンプル型MLSE方式 
• 固定小数点演算で高速な時間変動に追従可能な QT-LMSアルゴリズム 
• フロントエンドにログアンプを導入した極座標信号入力型 MLSE 受信器による簡素化し
た受信信号レベル制御 
から構成されるものである． 
 
分数間隔サンプル型 MLSE 方式の原理は，サンプルタイミングが異なるシンボル間隔でサンプ
ルされた複数の系列のそれぞれからブランチメトリックの導出・合成を行うことで，サンプルタイミン
グへの依存性を抑圧することである．しかし，帯域制限フィルタにより，サンプルタイミングの違いに
よって生じる符号間干渉の長さが異なるため，実装を考えると状態数が膨大になる課題がある．こ
の課題に対処するために，各ブランチメトリックを重み付け合成することで，状態数を削減したより
実用的な構成(状態数を制限した分数間隔サンプル型MLSE受信器)を提案した．この構成に対し，
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計算機シミュレーション，プロトタイプ機による評価を行い，サンプルタイミング依存性を抑圧できる
ことを示した． 
 
状態数を制限した分数間隔サンプル型MLSE受信器に対し，移動にともなう通信路時間変動に
追従するアルゴリズムとして，QT-LMSアルゴリズムを適用し，その受信特性を計算機シミュレーショ
ンにより評価した．その結果，本受信機は，正規化ドップラ周波数が 0.003 を超える高速な時間変
動が生じても，サンプルタイミングが異なる系列に対する通信路インパルスレスポンス推定値の品
質に基づいて適応的にブランチメトリックの合成/選択を行うことにより，サンプルタイミング制御を行
わずに良好な受信特性を得ることができることを明らかにした．また，16 bitの固定小数点演算DSP 
(Digital Signal Processor)に QT-LMSアルゴリズムを実装し，プロトタイプ機による評価を行った．そ
の結果，シミュレーションと同様，正規化ドップラ周波数が 0.003を超える高速時間変動にも追従で
きることを明らかにした． 
 
基地局での受信の際には，端末の遠近問題により，TDMA スロット毎に受信信号レベルが瞬時
に数十 dB程度変動する場合がある．このダイナミック変動に対処するために，フロントエンドにログ
アンプを用いた極座標信号入力型の MLSE 受信器を提案した．プロトタイプ機を用いた評価の結
果，40 dB 程度のダイナミックレンジ変動に対しても，受信特性の劣化が生じないことを明らかにし
た． 
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第3章 IPによる移動ホスト収容技術とオープン化 
 
3.1. 緒言 
オープンシステムの要件として，第 1 章に示したように，有線，無線等，多様なリンク層以下のア
クセス技術を集約して上位層に対して仮想化する「下位層に対するオープン性」と，上位層が利用
しやすいAPIを提供する「上位層に対するオープン性」の 2つがある．通信経路制御を司る IPは，
図 3-1に示す hourglass(砂時計) model[10]のウエスト部におかれ，上位/下位層に対してオープン
なインタフェースを提供し，Internet のオープン性を支える核となるプロトコルである．現在，主流と
なっている IPv4 (Internet Protocol version 4)[51]は，ネットワーク層でのホスト移動を想定しておら
ず，移動に対して通信を継続させることは困難である．一方，携帯電話のような無線通信機能を有
するデバイスの一般化に伴い，場所に依存せずにネットワークに接続したいという要望が高まって
いる．レイヤアーキテクチャを考えると，様々なデータリンク層のデバイス，アプリケーションに対して
ユーザの移動をトランスペアレントに提供できる IPによる移動ホスト収容の実現が望ましい． 
Ether
web mail voice
IP
・・・
・・・
無線LAN
物理移動 接続切替
携帯
・・・
移動の仮想化/リンクの仮想化
上位層
下位層
 
図 3-1 Hourglass(砂時計) model 
IP からみたホストの移動は，「ネットワーク層への接続点の変化」と捉えられる．「接続点の変化」
とは， 
(1) 物理的な移動に伴う同一ネットワーク内の移動(物理移動) 
(2) 物理的移動の有無にかかわらず異なるネットワークへの接続(接続切替) 
の2種類のものが存在する(図 3-1参照)．(1)は，携帯電話のように，物理的に移動しても同一の通
信品質を維持することが重要である．また，(2)は，例えば，携帯電話と無線 LAN (Local Area 
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Network)のように，異なる通信システムへの再接続を行うような場合である．この接続切替は，アプ
リケーションには影響を与えずに実行されるものであり，上位層に対して下位層の仮想化を実現す
るものである．また，ユーザが求めるサービスに対して適切な下位層のシステムを活用するという意
味で，コグニティブ無線[52]を実現する手段と捉えることも可能であり，周波数有効利用にもつなが
るものである．このように，IP のオープン化と移動ホスト収容は，密接に関連するものである．本章
では，IPv4にフォーカスをあて，移動ホストを収容するための基礎技術となる， 
• ユニキャスト通信に対して，移動制御トラヒックの抑圧と通信経路の効率化を両立する IP2方
式[32][33] 
• IP Multicast によるマルチキャスト通信に対して，移動ホストに対応するマルチキャストグル
ープ構成ポリシーのあり方，効率的な移動ホストへのマルチキャストパケット送信方式
[34][33] 
を提案する． 
3.2. ユニキャスト通信に対する移動ホスト収容方式 
IPによる移動ホスト収容機能に向けて，今後の進展が期待される IPv6 (Internet Protocol version 
6)[53]に対する方式[54][55]，現在，広く利活用されている IPv4 に対する方式[56][57][58]につい
て，様々な研究開発が進められている．IPv6 では，ネイティブ機能として移動ホスト収容機能を具
備することとなっているとともに，適用先がグリーンフィールドであることもあり，洗練度が高い方式
の適用が期待される．一方，IPv4では，ホスト移動が考慮されないまま広く活用されており，現時点
で移動ホスト収容に向けて IPv4 を大きく変更することは現実的ではなく，現状のホスト移動を考慮
しない既存 IPv4機器と共存させて移動ホストの収用を実現することが大きな課題である． 
移動ホスト収容機能は，できる限り付加的なオーバヘッドを削減することが重要である．これは，
1) 効率的なホストの移動管理手法，2) 移動ホストへの効率的な経路による通信，の 2 点にある．
参考文献[56][57][58]は，これらの課題に対する手法を提案しているが，2 つの技術課題を同時に
満たしているとはいえない． 
そこで，本節では，移動ホスト宛のデータグラムに対し，ホスト移動を考慮したルータも効率的な
経路で転送できる能力を与え，効率的な通信経路を構成できるカプセル化手法を提案する．この
手法でカプセル化されたデータグラムは，通常の IPv4 データグラムと同様に扱えるため，ホスト移
動を考慮してない既存のルータに対する改修等の影響が生じない．さらに，移動ホスト自身の移動
管理と移動ホストからの指示による移動管理を組み合わせることで，効率的な移動管理を実現でき
ることを示す．これらにより，効率的な移動管理と通信経路を両立することができる． 
3.2.1.  IPの移動ホスト収容の課題 
図 3-2 に，移動ホスト (MH: Mobile Host)を収容するネットワーク層の基本コンセプトを示す．
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MHは，ホストそのものの示す IPアドレス，網との物理的な接続ポイントを示す IPアドレスの 2つの
IPアドレスを持つ．これらの IPアドレスを，L-ID (logical identifier)，G-ID (geographical identifier)と
呼ぶ．L-ID は，ネットワークとの接続ポイントに依存せず，継続的に端末を識別するためのアドレス
である．一方，G-ID は，ネットワークとの接続ポイントに依存した一時的なアドレスである．MH の
L-IDとG-IDの対応付けは，モビリティバインディング (mobility binding)[56]と呼ばれる．モビリティ
バインディングは，MH が異なるネットワークに移動し，ネットワークとの物理的な接続ポイントが変
更されるたびに更新される．ネットワーク層よりも上位層の通信では，L-ID をソース，デスティネー
ションアドレスとして利用する．この通信は，図 3-2 に示すように，MH の物理的な接続ポイント(位
置)とは無依存な L-ID平面 (logical identifier plane)上で行われる．MHを収容するネットワーク層
は，L-ID 平面上のデスティネーションアドレスを，MH の移動に伴う物理的なネットワークとの接続
点を反映した G-ID平面 (geographical identifier plane)上のデスティネーションアドレスに変換し，
物理的な接続を提供する．この技術は，MH収容の鍵となる技術であり，一般的にカプセル化技術
と呼ばれる．具体的には，L-ID をベースとしたヘッダを有するデータグラムに対し，G-ID をベース
としたヘッダを付加(カプセル化: en-capsulation)して転送する．このとき，各MHの L-ID と G-IDを
正しく対応付けられるように，モビリティバインディングを維持することが重要である．以上により，上
位層の通信では，MH の移動に伴うネットワークへの接続点変化を意識せず，トランスペアレントな
通信を実現することが可能になる．このような特徴を IPv4に導入する際，現状の IPv4ホスト，ノード
および IPv4自身との互換性をいかに維持するかが課題となる． 
 
MH MH 
Upper Layer Communications 
L-ID L-ID 
G-ID 
mobility 
binding 
Router En/De-capsulation 
G-ID 
migrate 
Geographical Identifier Plane 
Logical Identifier Plane 
 
図 3-2 IPによる移動ホスト収容に向けた基本コンセプト 
mobile IP方式[56]では，デフォルトのカプセル化技術として，IP-in-IPヘッダ[59]を活用し，L-ID，
G-ID を，ホームアドレス，ケアオブアドレス (CoA: Care-of Address)と呼ぶ．また，この方式では，
MH と通信する全てのホストは，カプセル化を行わず，MH の L-ID をデスティネーションアドレスと
した IPデータグラムを送信する．このデータグラムは，デスティネーションアドレスである L-ID が示
す物理ネットワークに転送された後，あて先の MHの G-IDである CoAに基づくヘッダでカプセル
化され，CoA が示す MH のネットワーク接続点に向けて転送される．カプセル化されたデータグラ
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ムは，MH のネットワーク接続点において，脱カプセル化されて MH に到達する．MH には，L-ID
が一つだけ設定されるため，MH のネットワーク接続位置に依らず，L-ID によって定められる唯一
の物理ネットワーク(MHのホームネットワーク)において常にカプセル化される．このときの IPデータ
グラムの転送経路は，図 3-3-a)に示すように，必ず L-ID で定められる物理ネットワークを経由する
ため，冗長な経路を通ることになる．図において，カプセル化されない IPデータグラム，カプセル化
された IPデータグラムは，実線，破線で示しており，MH宛の全 IPデータグラムは，MHの L-ID，
G-IDであるCoAで定められるネットワークでカプセル化，脱カプセル化(de-capsulation)が行われる
ことがわかる．この方式は，通信経路の冗長化という課題は有するが，MH が移動した際にその
L-ID が定める脱カプセル化ポイントのみ，モビリティバインディングを更新すればよいので，モビリ
ティバインディングの管理トラヒックの増加は抑圧できるというメリットを持つ．さらに，MH の L-ID，
G-ID で定められるネットワーク内のみにカプセル化/脱カプセル化機能を導入するだけで実現可
能であるため，既存のホストやノードに対して付加的な機能を導入する必要はない． 
encapsulation
decapsulationdecapsulation
encapsulation
decapsulationdecapsulation
encapsulation
COA=COA1
point indicated by 
L-ID
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L-ID
Corresponding 
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MH MH
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by COA1
point indicated 
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図 3-3移動ホストの通信経路 
冗長経路を改善するために，mobile IP方式のオプションとして，経路最適化プロトコル[60]が提
案されている．このプロトコルでは，通信相手のモビリティバインディングに基づき，IP データグラム
の送信ホスト自身がカプセル化機能を持つことが導入される．これにより，送信ホスト自身が，通信
相手の G-ID に基づくヘッダでカプセル化された IP データグラムを送信できる．しかし，このような
機能は，既存の IPv4ホストには搭載されないため，経路最適化の効果は限定的なものになる． 
一方，VIP (Virtual IP)方式[57]では，経路最適化に向けた異なるアプローチが示されている．こ
のアプローチでは，L-ID，G-IDを，それぞれ，仮想ネットワーク (VN: Virtual Network)，物理ネット
ワーク (PN: Physical Network)アドレスと呼ぶ．MH と中継ノードの両方がモビリティバインディング
管理機能を持ち，カプセル化/脱カプセル化を行うことで，柔軟な経路制御を実現するものである．
既存ルータなど，この機能を持たない中継ノードがモビリティバインディング管理機能を有する中
継ノードに置き換わっていけば，効率的な経路の割合も増加する．図 3-3-bに，MH とモビリティバ
インディング管理機能を有する通信相手との通信経路を示す．この場合，MH 宛のデータグラムは，
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通信相手自身によってカプセル化され，最短経路でMHまで転送される．このために，VIP方式は，
2つのカプセル化手法を提案している．1つは，IPヘッダと上位PDU (Protocol Data Unit)の間に新
たなヘッダを導入するものであり，もう 1 つは，IP に新たなオプションを導入するものである．これら
の方式でカプセル化されたデータグラム構造を図 3-4-a)，b)に示す．このデータグラムをハンドリン
グするには，新たな IP モジュールの開発が必須であり，後方互換性の維持は難しい．さらに，MH
のモビリティバインディング更新にブロードキャストのメカニズムを導入しており，移動管理トラヒック
の増大につながる． 
 
図 3-4 VIP方式のカプセル化方式 
IPによるMH収容のポイントは，後方互換性を維持しつつ，mobile IP方式に示される効率的な
移動管理と VIP 方式に示される冗長性が少ない効率的な通信経路を両立させることにあると考え
る．効率的な通信経路は，中継経路上のルータにおいてもカプセル化/脱カプセル化を柔軟に行う
ことで，また，効率的な移動管理は，モビリティバインディングを適切なノードのみに効率的に通知
することで実現できる．本節では，従来のプロトコルフィールドやあて先アドレスフィールド等の内容
に基づく決定論的なデータグラム処理ではなく，確率論的なデータグラム処理方式を用いるカプセ
ル化方式を適用し，効率的な通信経路と移動管理を両立させられる方式を提案する．この方式を
IP
2
 (IP-squared)と呼ぶ． 
3.2.2.  IP
2
(IP Squared)方式 
図 3-5 に，IP2 方式の階層構造を示す．この階層構造を持つノードは，上位副層 (Logica1 IP)
で構成される IPデータグラムと同じ構造を持つデータに下位副層 (Geographica1 IP)において，さ
らに IPヘッダを G-IPヘッダとして付加する． 
 
図 3-5 IP2の階層構造 
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このデータグラムを IP2データグラムと呼び，図 3-6にその構成を示す．図に示すように，IP2データ
グラムは，IPデータグラムを IPヘッダでカプセル化したものとなる．IP2データグラムの構造は，従来
の IPデータグラムと等しく，従来のルータ等の中継ノードは従来通りに処理できる． 
 
図 3-6 IP2データグラム構成 
G-IPヘッダとして，protocol number 4が割り当てられている[61]IP-in-IPヘッダを適用するという
考え方もある．しかし，IP-in-IP ヘッダでカプセル化されたデータグラムを受信した中継ノードは，
IP-in-IP ヘッダの宛先 IP アドレスに向けて転送する機能しか定義されていない[59]．このため，中
継ノードではG-IPヘッダしか扱えず，L-ID とG-IDの対応であるモビリティバインディングを管理す
ることはできない． 
IP
2では，L-IPヘッダの protocol numberを，G-IPヘッダの protocol number と同じ値とする．した
がい，IP2データグラムは，IP-in-IPヘッダによるカプセル化とは異なり，IPデータグラムに通常の IP
ヘッダを付加する形と捉えることができる．このため，ホスト移動を考慮しない既存の IPv4 ルータは，
IP
2データグラムを IPデータグラムとして扱うことができる．一方，IP2データグラムをハンドリングでき
るノードでは，IP2データグラムと IPデータグラムを識別できれば，IP2データグラムの G-IP/L-IPヘ
ッダに基づいて他ノードのモビリティバインディングを管理し，最適な通信経路構成を加速すること
もできる．このメリットを実現するために，IP2 アーキテクチャに，1)データグラム識別機能，2)柔軟な
通信経路構成を実現する IP2 終端機能，3)移動管理トラヒックを抑圧するモビリティバインディング
管理機能の 3機能を導入する． 
3.2.2.1. データグラム識別機能 
MH と従来の固定ホスト (SH: Stationary Host))が混在する環境では，IP2データグラムと IPデー
タグラムが混在するため，これらを識別しなければならない．このために，次の識別アルゴリズムを
用いる． 
Step 1: データグラムを受信した際，IPヘッダで構成されるネットワーク層の第1ヘッダをチェッ
クする．ヘッダチェックサムを求め，エラーが生じる場合は，そのデータグラムを廃棄
する 
Step 2: ネットワーク層の第 2ヘッダが IPヘッダであるか否かを確認する．この際，第 2ヘッダ
  
 35 
に対するヘッダチェックサム演算に加え，第 1ヘッダと第 2ヘッダで同等の値が設定
されているか否かの照合も行う．第 2 ヘッダが IP ヘッダであると判断されれば IP2デ
ータグラム，さもなければ IPデータグラムと識別する 
図 3-7 に，データグラム識別フローを示す．IP2データグラムのヘッダは，図 3-6 に示すように，IP
ヘッダを連結したものであり，先頭の IPヘッダの次に，もう一つの IPヘッダが配される．IP2データ
グラムと IP データグラムの識別は，IP ヘッダが 2 つ連結されているか否かを判定することになる．
IPv4 機器は，データグラムを受信すると，まず，IP ヘッダのチェックサムを用いて，データグラムの
先頭に配置される IP ヘッダの正当性を確認する．IP2対応機器は，正当性が確認された後，受信
したデータグラムは IP2データグラムであるという仮説を立て，先頭の IP ヘッダの直後の部分が IP
ヘッダであるか否かを確認し，仮説が「真」であれば IP2データグラム，「偽」であれば IPデータグラ
ムと判断する． 
 
図 3-7 データグラム識別フロー 
この際，IP2データグラムは，図 3-8に示すように，Geographical sublayerの IPヘッダ(第 1ヘッダ)
と Logical sublayerの IPヘッダ(第 2ヘッダ)のヘッダフィールドに対してできる限り，同一の値を設
定するため，まず，同一の値が配されるフィールドと仮定される部分の照合を行う．さらに，照合が
確認された後，Logical sublayer の IPヘッダのチェックサム部分と仮定される値を用いて，チェック
サムの正当性の確認を行う．フィールド値の照合とチェックサムの正当性が確認されれば，仮説が
「真」であり，受信したデータグラムは IP2データグラムと判断する． 
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図 3-8 IP2データグラムのヘッダ構造 
図 3-9 に，IP2データグラムと IPデータグラムの識別誤り率を示す．図 3-9の横軸は，第 1ヘッ
ダと第 2 ヘッダの照合に用いる bit 数，縦軸は識別誤り率である．識別誤り率は，チェックサムフィ
ールドとオプションフィールドを除く IP ヘッダ長(18 バイト)の長さの系列に対し，照合に用いるフィ
ールドの bit列が同一かつ，チェックサムの演算結果が同一となる確率である．図 3-9より，照合 bit
として 16 bit使えれば，識別誤り率は 10-10程度になることがわかる．照合 bit列を与えるヘッダのフ
ィールドとして，versionフィールド(4 bit)，protocolフィールド(8 bit)，identificationフィールド(16 bit)
を利用できる． 
 
図 3-9 データグラム識別誤り率 
このように，IP2は，確率論的なデータグラム識別手法を導入することで，既存の IPv4 の後方互
換性を維持して，新たな構造のデータグラムの導入を実現する．これにより，中継ノード等におい
ても，IP2データグラムを適用すれば，データグラム受信時の IP ヘッダ処理の中でモビリティバイン
ディングを把握し，柔軟に通信経路の最適化を行う能力を有することができる． 
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3.2.2.2. IP
2
終端機能 
IP
2では，IPデータグラムと後方互換性を維持するために，図 3-6の IP2データグラムを導入する．
この導入効果を得るためには，IP データグラムと IP2データグラムの双方をハンドリングする機能が
必要である．この機能では，IP2 終端機能と呼び，カプセル化/脱カプセル化を適切に行うことが求
められる．この機能は，最短な通信経路構成時，MH へのデータグラム転送時など，データグラム
転送の様々な局面で利用される．特に MH と既存の IPv4 機器の間通信においては，図 3-10 に
示すように，IP2 終端機能によってカプセル化 (SH→MH 宛のデータグラム)，脱カプセル化 (MH
→SH宛のデータグラム)を行わないと通信できない． 
 
IP2 Termination function SH 
decapsulation 
encapsulation 
 
図 3-10 IP2終端機能による既存 IPv4ホスト(SH)収容 
また，カプセル化/脱カプセル化を行い，モビリティバインディングを管理する点を終端点と呼び，
3.2.1 に示したデータグラム識別機能は実装されていなければならない．終端点は，MH に関する
通信制御において，1) MH向けのデータグラム到達の保証，2) MHへの通信経路の効率化 を実
現する役割を担うものである．IP2では，ホーム(Home)，フォーリン(Foreign)，一時の 3 つの終端点
を定義する．これらの終端点の基本的な役割を以下に示す． 
• ホーム終端点: 
MH へのデータグラム到達を保証するには，MH の移動に対応して，そのモビリティバイ
ンディングを更新し，データグラムをカプセル化する必要がある．しかし，全てのノードに
おいてモビリティバインディングを管理することは現実的ではなく，定常的にMHのモビリ
ティバインディングを管理するポイントを定めることが求められる．この役割を担う終端点と
して，ホーム終端点を導入する．MHの L-IDは，MHの接続点に依存しない識別子であ
るため，ホーム終端点は L-IDで到達可能な物理ネットワークに配される必要がある． 
• フォーリン終端点: 
MHの G-ID で定められるネットワークインタフェースでは，常に，IP2データグラムが受信
時される．このとき，上位層の通信を成立させるためには，脱カプセル化が必須である．
フォーリン終端点は，この脱カプセル化の役割を担う． 
• 一時終端点: 
一時終端点は，効率的な通信経路を構成し，冗長な通信経路を削減する役割を担う．こ
の終端点は，ホスト間の通信が継続する期間のみカプセル化/脱カプセル化を行うことで，
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通信経路の効率化を図る．このために，送信/受信ホストのネットワーク接続点に近いネッ
トワークに配されるほど，より効率化に寄与することができる． 
このように，IP2 において，MH の通信を実現するためには，冗長な通信経路を厭わなければ，
最低限，ホーム/フォーリン終端点の導入で十分である．通信経路の効率化も実現するために，一
時終端点を導入していけばよい．これらの終端点に基づいて，モビリティバインディングを管理する
機能を，それぞれ，ホーム/フォーリン/一時モビリティバインディング管理機能と呼ぶこととする． 
3.2.2.3. モビリティバインディング管理機能 
MH との通信を行うためには，MH の L-ID/G-ID 対応の管理，変更を行う機能が必要となる．こ
の管理更新の頻度はネットワークのトラヒックに影響を及ぼす．更新頻度の観点から， 
1) 移動の度に L-ID/G-IDの登録/更新を行う高頻度型管理 
2) MHへの通信要求に応じて L-ID/G-IDの対応を通知する低頻度型管理 
に分類できる．mobile IP方式は高頻度型管理のみ，VIP方式は高頻度型管理を主体とし，低頻度
型管理の導入，参考文献[58]の方式は低頻度型管理のみで構成する方式と考えられる． 
MH の L-ID/G-ID 対応をネットワーク内に分散させるほど，MHへの転送経路は効率化できる．
高頻度型管理のみを用いる場合，MHの移動時における L-ID/G-IDの更新トラフィックが増大する
が，最新の L-ID/G-ID対応が管理されていることが保証される．一方，低頻度型管理のみを用いる
場合，MHの移動の度の L-ID/G-ID更新トラフィックは生じないが，最新の L-ID/G-ID対応が管理
されている保証は無く，MHへの通信要求が生じた場合，L-ID/G-ID対応の検索が必要になる．ま
た，L-ID/G-ID 対応の無矛盾性の維持も検討課題である．このように，高頻度/低頻度管理の特徴
は異なり，これらをバランスよく導入することで，MHへの効率的な経路と移動に伴う制御トラフィック
の抑圧を行うことができると考えられる． 
IP
2 では，ホーム，フォーリンモビリティバインディング管理機能に対して，高頻度型管理を適用
する．MH が移動したとき，これらの終端点でモビリティバインディング更新を失敗すると，その MH
のモビリティバインディングを保有しないノードからは，移動後のMHへデータグラムを送信できなく
なる．このため，これらの管理機能に対して高頻度型管理を適用し，MH へのデータグラム到達を
保証する．一方，低頻度型管理を一時モビリティバインディング管理機能に適用する．この管理機
能では，モビリティバインディングをキャッシュし，受信した IP2データグラムの L-IP/G-IPヘッダに基
づいてモビリティバインディングを更新する．MH と通信を行う初期段階では，一時モビリティバイン
ディング管理機能はモビリティバインディングを有しておらず，ホーム，フォーリンモビリティバインデ
ィングのサポートが必要だが，一度，IP2データグラムを処理することで，モビリティバインディングの
更新は完了する．このように，IP2 では，一時管理機能におけるモビリティバインディング更新を行う
ための制御トラヒックは発生することはない． 
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3.2.3.  IP
2
方式の特徴と評価 
本節では，IP2 の実現形態，スケーラビリティ，MH に対する通信経路制御について示し，IP2 の
有する特徴を明らかにする． 
3.2.3.1. IP
2
の実現形態 
MH導入に向けて，ネットワークの運用管理の視点から考えると，異なる要件を満たすことが求め
られる．例えば，多くのMHを有するネットワークではMHを収容するためのオーバヘッドを抑圧す
ることが望ましい．一方，MH 数が少ない場合は，できる限り導入コストを抑えることが望まれる．IP2
は，その機能の配置により，様々な実現形態をとることができる． 
低コストでの MH 導入のためには，ホームおよびフォーリンモビリティバインディング管理機能を
導入すればよい．これは，mobile IP方式のシステム構成と同様のものになる．また，MHにフォーリ
ン移動管理機能を導入することも可能であり[62]，この場合は，ホームモビリティバインディング管
理機能のみの導入で実現できる．さらに，MH に一時モビリティバインディング管理機能を導入す
れば，mobile IP方式に経路最適化オプションを適用したシステムと同様の構成となり，MH間の通
信経路の効率化が図られる． 
また，ホーム/フォーリンモビリティバインディング管理機能を有するルータに加え，SH に対する
一時モビリティバインディング管理機能を有するルータを導入することで，SH と MH間の通信経路
も効率化される．このように，IP2 は，移動サポート機能の導入コスト，通信経路の効率化の要件に
即して，柔軟な形態での実現を可能とする． 
3.2.3.2. スケーラビリティ 
ネットワークの大規模化，移動範囲の広域化を考慮すると，移動サポート機能がスケーラブルに
実現される必要がある．本節では，移動管理の鍵となるモビリティバインディングの管理形態とホス
ト移動に伴うオーバヘッドを評価し，規模に即して柔軟にシステムを構成できることを示す． 
3.2.3.2.1. モビリティバインディングの管理 
IP
2 では，モビリティバインディングは，ホーム/フォーリン/一時モビリティバインディング管理機能
で管理される．これらの各管理機能において管理するモビリティバインディング数は，ネットワーク
全体の規模やMHの総数とは独立に設定できることが求められる． 
ホームモビリティバインディング管理機能では，MHの L-IDで定められるローカルネットワークに
属するMHのモビリティバインディングのみを管理する．また，フォーリンモビリティバインディング管
理機能では，接続するローカルネットワークに移動してきた MH に関するモビリティバインディング
のみを管理すればよい．このため，ホーム/フォーリンモビリティバインディング管理機能は，接続す
るローカルネットワークの運用ポリシーにしたがって，管理するモビリティバインディングを設定する
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ことができる．さらに，一時モビリティバインディング管理機能は，経路最適化が必要なホストの通信
相手に限定できる．このように，各管理機能で管理するモビリティバインディング数は，ネットワーク
規模やMH総数とは独立に，運用ポリシーに基づいて設定すればよい． 
3.2.3.2.2. 移動管理制御メッセージ 
MH が異なるネットワークに移動すると，MH は，そのモビリティバインディングをホーム/フォーリ
ンモビリティバインディング管理機能に通知する．同時に，そのMHのモビリティバインディングを管
理する一時モビリティバインディング管理機能にも，新たなモビリティバインディングを通知する必
要がある．IP2 では，一時モビリティバインディング管理機能へのモビリティバインディング通知は，
低頻度型管理で行われるため，新たな制御メッセージは発生しない．ここで，
MH
N をMH数， µ を
MHの平均移動頻度とすれば，単位時間当たりの平均移動通知メッセージ数
MES
N は， 
MHMES
NN µ2=      (3-1) 
となる．mobile IP 方式における単位時間当たりの平均移動通知メッセージ数は，式(3-1)の
MES
N
を用いると， 2/
MES
N となる．これは，フォーリンモビリティバインディング管理機能と同等の機能を
持つ Foreign Agentと呼ばれるノードへの通知が行われないためである．一方，VIP方式では，MH
のモビリティバインディングは，ホームモビリティバインディング管理機能に相当するノードおよび，
その MH と通信相手の通信経路上に存在するルータ群で管理される．MH が移動すると，移動前
のモビリティバインディングを管理するルータに対して，移動通知メッセージが選択的にフラッディ
ングされる．この場合，
MES
N は， 
( )1+=
RMHMES
LNN µ     (3-2) 
となる．ここで，
R
L は，MH のモビリティバインディングを管理しているルータ数である．式(3-2)にお
いて，
R
L は MH が通信する通信相手数や通信相手とのホップ数の増大と共に増加するため，
MES
N はネットワーク規模とMHの移動エリアの範囲に依存する． 
以上のように，IP2，mobile IP方式の平均移動通知メッセージ数は，MH数 (
MH
N )のみに比例
するが，VIP 方式では，
MH
N と
R
L の積に比例するため，ネットワーク規模に依存するものになる．
この様子を図 3-11に示す．図より，IP2における移動通知メッセージ数は，ネットワーク規模への依
存性を抑圧することで，VIP方式と比較して大幅に削減できることが分かる． 
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図 3-11 平均移動通知メッセージ数の比較 
3.2.3.3. 通信経路制御 
移MHの導入初期においては，MH数も少なく，SH との通信がメインになると考えられる．このと
き，MH宛の IP2データグラムの多くは，ホームモビリティバインディング管理機能を経由する冗長な
通信経路で転送される．反対に，MHから送信される IP2データグラムは，一時モビリティバインディ
ング管理機能により，最短な通信経路で送信される．ここで，MHが単位時間内に送受信する平均
データグラム数を
TX
N ，
RX
N ，MH の対 SH 平均送信/受信比率を
TX
λ /
RX
λ とすれば，MH の SH
との送受信に関する平均データグラム数は
TXTX
Nλ ，
RXRX
Nλ となる．IP2では，SH から MH へ送
信されるデータグラムは，常にホームモビリティバインディング管理機能を介するために，冗長な通
信経路となる単位時間当たりの平均データグラム数
HM
N は， 
RXRXHM
NN λ=      (3-3) 
となる．一方，mobile IP 方式のように，一時モビリティバインディング管理機能を持たないシステム
では，MHからSHに向けて送信されるデータグラム以外は，全てホームモビリティバインディング管
理機能を経由することとなるため，
HM
N は 
( )
TXTXRXHM
NNN λ−+= 1     (3-4) 
と表すことができる．さらに，VIP 方式のように，一時モビリティバインディング管理機能と同等の機
能を持つルータが導入されていれば，一度，MH とその通信相手との間で図 3-4 や図 3-6 のよう
なデータグラムのやり取りが行われると，一時モビリティバインディング管理機能により通信経路は
最適化される．このため，この場合は，
HM
N はゼロとなる．ここで，MH が送受信するデータグラム
のうち，冗長な通信経路を経由するデータグラムの割合を平均冗長経路比率( R )とすると， 
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( )
RXTX
HM
NN
N
R
+
=      (3-5) 
と表すことができる．簡単のために，
RXTX
NN = ， λλλ ==
RXTX
(対 SH 平均通信比率)とし， λ と
Rの関係を図 3-12に示す．MHが SHとのみ通信している場合( 1=λ )，MHが送信する全データ
グラムは，直接 SHに向けて経路制御されるが，MH自身が一時モビリティバインディング管理機能
を持つ/持たないに関わらず，MH 宛の全データグラムは MH のホームモビリティバインディング管
理機能を経由する冗長な通信経路となる．図では，
RXTX
NN = としているため， %50=R となる．
mobile IP 方式のように，一時モビリティバインディング管理機能を持たない MH サポート方式(式
3-3)では，MH 間で送受信される全てのデータグラムは，各 MH のホームモビリティバインディング
管理機能を経由する冗長経路をとるため，MH 同士の通信が増加する(λが小さくなる)につれて，
Rが増加する．一方，一時モビリティバインディング管理機能を有する IP2では，MH が一時モビリ
ティバインディング管理機能を持てば，MH 同士で直接データグラムの送受信が可能になるため，
Rは減少する．また，一時モビリティバインディング機能を搭載するルータを導入し，SH から MH
に向けて送信されたデータグラムをカプセル化することで，さらに， Rを減少させることが可能であ
る[32]． 
対SH平均通信比率(λ)
冗
長
経
路
比
率
(R
)
Mobile IP方式
IP2方式
 
図 3-12 冗長経路比率の比較 
 
以上，IPv4におけるユニキャスト通信に対するMH収容方式として，IP2方式を提案した．IP2は，
既存のホスト移動を考慮していない IPv4 機器との互換性を維持しつつ，移動管理トラヒックの抑圧
と通信経路の効率化を両立させることができることを示した．IP2の特徴を以下にまとめる． 
• IP データグラムを終端せずに IP ヘッダチェックサム処理の拡張でカプセル化/非カプセル
化データグラムの識別を行う確率的な識別手法を適用したカプセル化方式を適用した．こ
れにより，移動対応ホスト，中継ルータでもモビリティバインディングを管理することを可能と
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した． 
• ホーム/フォーリン/一時の 3 つのモビリティバインディング管理機能を定義した．特に，一時
モビリティバインディング管理機能を有効に活用することで，MH間，MH-SH間の冗長な通
信経路を削減することができる． 
• さらに，モビリティバインディング管理手法として，高頻度型/低頻度型管理の 2 つの手法を
定義し，これらの手法を適切に使い分けることを提案した．高頻度型管理は，ホーム/フォー
リンモビリティバインディング管理機能に適用し，MHの通信の接続性を維持する．一方，低
頻度型管理は，一時モビリティバインディング管理機能に適用し，冗長な通信経路の発生
を抑制する．低頻度型管理は，上記カプセル化手法を用いることで，付加的な管理トラヒッ
クが不要となり，移動管理トラヒックの増大を抑えることができる． 
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3.3. IP Multicastの移動拡張方式 
Internetにおいて，固定地点間の 1対 1通信(ユニキャスト通信)に加え，N対 Nのマルチポイン
ト通信(マルチキャスト通信)やMH との通信が検討されている．これらのプロトコルは，それぞれ，IP 
Multicast[63], mobile IP[56]と呼ばれる．IP Multicastは，同一情報を一度に複数の宛先に転送で
き，帯域を有効に利用した遠隔会議，ファイル配送等を実現する手段として検討されている
[64][65]．一方，mobile IPは，上位アプリケーションに対して，場所に依存せずトランスペアレントな
ネットワーク環境を提供でき，モバイルコンピューテイング環境の実現手段として期待されている． 
マルチキャスト通信によるサービスは，限られたメンバー間で情報を共有することを目的とする．
メンバー限定要因として，ネットワークトポロジのような物理的要因，メンバーの管理主体のような論
理的要因があると考えられる．例えば，商店街の広告のようなサービスには，近隣に存在する全ホ
ストが対象となるため物理的要因に基づくメンバー限定，会議スケジュール調整のようなサービス
には，所在地に依らず会議参加者という論理的要因に基づくメンバー限定の適用が望ましいであ
ろう．管理主体が異なるネットワークの相互接続で構成される Internetでは，Internetへの接続点が
不変の SHについては，ネットワークトポロジに基づいてホストを限定することで，その管理主体も同
時に限定できる．しかし，接続点が変化するMHを考慮すると，物理/論理的要因を分離し，それぞ
れの要因でメンバーを独立に限定した新しいサービス形態を提供する必要がある． 
また，MH をサポートする基本的な機能は，パケット/回線交換を問わず，MH の位置を管理する
固定的なポイントから転送することである[56][66]．MH をマルチキャスト通信に参加させる方法とし
て，全マルチキャストトラフィックを各MHに個別転送することが考えられる．しかし，これは，各MH
への転送に必要な付加的なトラフィックを発生させ，マルチキャスト通信の利点の一つの帯域有効
利用を考えると，望ましいとは言えない．このため，MH をサポートするための帯域増加分をできる
だけ抑える必要がある． 
本節では，IP Multicastとmobile IPを融合し，MHを考慮したマルチキャストサービスの提供を目
指した方式を提案する．提案方式では，帯域の有効利用とともに，ホスト移動を考慮したメンバー
限定を行える柔軟なマルチキャスト通信サービスを提供できることを示す． 
3.3.1.  IP Multicastの移動ホスト対応の課題 
本項では，現状の IP Multicast と mobile IPによるMHの動作を概観し，IP MulticastがMHに
対応するために必要な技術課題を明らかにする． 
3.3.1.1. IP Multicastの概要 
IP Multicastは，図 3-13のように，複数のホストをメンバーとするマルチキャストグループに 1つ
の IP マルチキャストアドレスを対応させ，グループ全体が IP マルチキャストアドレスを持つ 1 つの
仮想ホストとする Host Groupモデル[67]に基づいて実現される．図のように，ホストは，同時に複数
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のグループに参加することもできる．このモデルにより，上位アプリケーションは，マルチキャスト通
信もユニキャスト通信と同様に扱える． 
 
図 3-13 Host Groupモデル 
さらに，IP Multicast の特徴として，scope[67]の概念が導入されている点がある．scope は，各マ
ルチキャストグループに対して独立に定義され，そのグループのデータグラムが転送されるネットワ
ークトポロジを定める．同時に，scope は，管理主体のネットワークに基づいたグループのメンバー
限定も実現する．IPv4 では，scope は TTL (Time-To-Live)値[10]に基づいて定義される[65]．図 
3-14に TTL値に基づく scopeの例を示す．scopeの境界にはボーダルータと呼ばれるルータが配
置され，TTL スレッショルド(L)が設定される．ボーダルータは，L よりも小さい TTL 値のデータグラ
ムを転送せず，マルチキャストデータグラムの転送エリアを制限する．scope 内の最長経路(図中，
太線)をデータグラムが通過できる TTL値を Kとすれば，Lは，K≦Lと定められる．この scope内で
マルチキャスト通信を行う場合，グループの scope を定める TTL値(M)は，K≦M≦L を満足するよ
うに設定される．また，図のように，scope内部に異なる scopeを含むこともできる． 
 
図 3-14 TTLに基づく IP Multicastの scope 
また，マルチキャスト通信を行うには，メンバー間で通信に必要なパラメータを共有する必要があ
る．パラメータとして，IP Multicastでは，使用するポート番号，アプリケーション，マルチキャストアド
レス，グループを識別する ID (S-ID: Session Identifier)等がある[68]．これらのパラメータを共有す
るプロトコルとして，SAP (Session Announcement Protocol)[69]がある．マルチキャストグループを構
成し，通信を行おうとするユーザ(originator)は，まず，そのグループの scope とともに前述のパラメ
  
 46
ータを定める．さらに，これらのパラメータからSAPメッセージを構成し，グループの scope内に周期
的に報知する(図 3-15 参照)．SAP メッセージを報知するアドレスは，well-known アドレスとして設
定される．scope内に存在するホスト(図中○)は，originatorから報知される SAPメッセージを受信し，
グループ参加に必要なパラメータを得てそのグループに参加する．一方，scope 外のホスト(図中，
×)は，SAP メッセージを受信できず，そのグループには参加できない． 
 
図 3-15 SAP メッセージの報知 
3.3.1.2. 移動ホストのマルチキャストデータグラム送受信 
mobile IP機能を持つ MHは，ホームアドレスと呼ばれる位置に依存しない一定の IP アドレスと
移動先に依存した一時的な IP アドレスである CoA の 2 つの IP アドレスを持つ．MH のトランスポ
ート層以上の通信はホームアドレスのみに基づいて行われ，MH の移動を意識する必要はない．
また，ホームアドレスで定められるネットワークは，その MH のホームネットワーク (HN: Home 
Network)と呼ばれる．さらに，mobile IPは，MHをサポートするMobility Agentと呼ばれる機能を導
入する．Mobility Agentは，MHのHNに存在するホームエージェント (HA: Home Agent)と移動先
での通信をサポートするフォーリンエージェント (Foreign Agent)の 2種類がある．HAには，MHの
移動の度に新しいモビリティバインディングが登録される．HA は，モビリティバインディングに基づ
き，MHの通信相手 (CH: Correspondent Host)からMHのホームアドレス宛に送信されたデータグ
ラムを MH の CoA に基づいたヘッダでカプセル化し，MH の移動先へ転送することで，MH への
通信を保証する．HA は，MH の管理主体と考えることができる．図 3-16 に MH の移動手順及び
通信手順を示す[56]． 
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図 3-16 mobile IPの制御，通信手順 
さらに，mobile IPでは，MHのマルチキャストデータグラム送受信方法として， 
• HAとMHの間にマルチキャストデータグラムを転送するユニキャストの双方向のトンネルを
形成し，MHは HAを経由してマルチキャストデータグラムの送受信を行う方法(図 3-17) 
• MHが移動先で直接マルチキャストデータグラムの送受信を行う方法(図 3-18) 
の 2方法が規定される．本節では，これらの方法を，それぞれ，トンネル法，直接法と呼ぶ． 
 
図 3-17 トンネル法によるマルチキャストデータグラム送受信 
 
図 3-18 直接法によるマルチキャストデータグラム送受信 
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3.3.1.3. 技術課題 
トンネル法では，MHは，移動場所に関わらず，そのHNを scopeに含む全マルチキャストグルー
プに参加できる．これは，originator にとっては，MH の移動先を考慮せずに scope の設定を行うこ
とができるという長所である．しかし，図 3-19のように，MHが scope内に移動している場合，MHは，
共有マルチキャストツリーを介してそのグループのデータグラムを受信できるにもかかわらず，HA
からのトンネルを介して受信する．このため，MH にはマルチキャストデータグラムが重複して転送
され，共有マルチキャストツリーによる帯域有効利用を図ることができない． 
 
図 3-19 トンネル法におけるマルチキャストデータグラムの重複転送 
一方，直接法では，MH は共有マルチキャストツリーを介してグループに参加する．このため，ト
ンネル法で生じる不要な帯域増加はなく，MHは，その所在地が scope に含まれる全マルチキャス
トグループに参加できる．しかし，これは，scope に基づくメンバーの限定とは矛盾する．具体的に
は，MHが， 
• グループのメンバーであるが，そのグループに参加できない， 
• グループのメンバーとして想定されないが，参加する 
という 2つのケースが生じる．この様子を図 3-20に示す．図において，MH-1，MH-2のMHは，そ
れぞれ，HA1，HA2 を HA とし，HA1，HA2は scopeの内，外に，MH-1，MH-2は scopeの外，内
に移動している．このとき，HAを scope内に持つMH-1はこのマルチキャストグループへの参加が
期待されるが，MH-2はHAが scope外に存在するため参加は期待されない．しかし，直接法では，
MH-1は共有マルチキャストツリーに接続できず，グループへ参加できない．また，MH-2は共有マ
ルチキャストツリーを介して参加すべきでないグループに参加できるという課題がある． 
 
図 3-20 直接法におけるメンバー管理の課題 
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3.3.2.  IP Multicastの拡張によるmobile IP対応方式 
前項で示したように，トンネル法，直接法は，それぞれ，長所/短所を有する．そこで，この 2方法
を適切に使い分け，前項に示した課題を解消して，MH をサポートするマルチキャスト通信方式を
提案する．このために，scopeの拡張と HA とMH間の制御手順を導入する． 
3.3.2.1. scopeの拡張 
ある scope (scope-A)を持つマルチキャストグループに対する MH とその HA の所在地及び
scope-Aの包含関係を考えると，MHは，図 3-21のように， 
1) HA，MH ともに scope内(MH-A1) 
2) HAは scope内，MHは scope外(MH-A2) 
3) HAは scope外，MHは scope内(MH-B1) 
4) HA，MH ともに scope外(MH-B2) 
と分類できる．図中，MH-A1，MH-A2の HAは HA-A，MH-B1，MH-B2の HAは HA-Bである． 
 
図 3-21 MH，HA及び scopeの関係 
originatorは必ずしもメンバーとして期待するMHの所在地を知ることはなく，MHの位置に依存せ
ずに scopeを定めて，メンバーを限定できることが望ましい．本節では，originatorは，MHの所在地
に依存しないHAの位置に基づいて scopeを定めることとする．これは，現状の IP Multicastにおけ
る scopeの設定方法と同様である．この scopeの定め方により，1)，4)の包含関係におけるMHは限
定できる．つまり，1)，4)の場合は，それぞれ，MH，HA 共に scope 内，外に存在するので，scope
によるデータグラム転送エリアの限定で限定可能である．一方，2)，3)の包含関係の場合は，MHと
そのHAの所在地は，それぞれ，scopeの外/内，内/外であり，scopeのみによる限定は難しい．そこ
で，MHを考慮して，scopeに対して，新たに， 
• HA からのトンネルを介した転送を許可するか否かを示す属性(転送可否属性(TA: 
Transferable Attribution)) 
• メンバーを scope内にHAを持つMHのみに限定するか否かを示す属性(メンバー限定属
性(MA: Membership Limitation Attribution)) 
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の 2属性を付加することを提案する．これらの属性を scopeに付加することで，表 3-1に示すように
MH を考慮してメンバーを限定できる．originator は，構成するグループに適したメンバーに応じて，
scope とこれらの属性を設定し，SAP メッセージで報知する． 
表 3-1 追加属性による参加メンバー制御ポリシー 
転送可否属性(TA) 
 
転送可 転送不可 
限定有 
MHの移動先に関わらず scope内に
HAを持つMH 
HA が scope 内に存在し，scope
内に移動しているMH 
メ
ン
バ
ー
限
定
属
性
(M
A
) 
限定無 
移動先に関わらず scope内に HA を
持つ MH と HA の位置に関わらず
scope内に存在するMH 
HAの位置に関わらず，scope内
に移動しているMH 
 
表 3-1に示した属性を適用することで，MHを考慮したメンバー限定が可能になり，次のようにカテ
ゴライズされるマルチキャストサービスを提供できる．現状の IP Multicast によるメンバー制限は，
TA=転送不可/MA=限定無に相当する． 
• TA=転送可/MA=限定有: 
会議日程調整等の所在地を問わない，scope 内のネットワークをホームネットワークとする
ホストとの通信 
• TA=転送可/MA=限定無: 
ネットワーク障害等の scope内のネットワークをホームネットワークとするホストとそのネットワ
ークに接続しているホストへの通知 
• TA=転送不可/MA=限定有: 
会議等の scope内のネットワークをホームネットワークとするホストとの閉じた通信 
• TA=転送不可/MA=限定無: 
遊園地の迷子情報等のローカルな不特定多数への通信 
3.3.2.2. Agent-移動ホスト間の制御手順 
帯域の有効利用のためには，MH は転送に頼らず，できる限り直接法でマルチキャストグループ
に参加することが好ましい．一つの実現方策として，MH が参加できるグループの scope 内に存在
する場合には直接法，scope外に存在する場合にはトンネル法で参加する方策がある．この方策を
図 3-21のMHに適用し，各MHのメンバー限定形態のグループへの参加法を表 3-2にまとめる．
表において，―は，参加が認められないグループ形態を示す． 
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表 3-2 MHの各グループ形態への参加方法 
 (TA,MA) 
(可,有) 
(TA,MA) 
(不可,有) 
(TA,MA) 
(可,無) 
(TA,MA) 
(不可,無) 
MH-A1 直接 直接 直接 直接 
MH-A2 トンネル ― トンネル ― 
MH-B1 ― ― 直接 直接 
MH-B2 ― ― ― ― 
 
表 3-2 の参加法を実現は，SAP メッセージ内の TA，MAに基づいて行うため，MHがマルチキ
ャストグループの SAP メッセージを直接受信できるか否かで制御方法が異なる．MHが SAP メッセ
ージを受信できない場合は，トンネル法での参加のみが可能であり，少なくとも，MHのHAが SAP
メッセージを受信できる必要がある．この場合には，HA が主体となる制御が必要である．一方，
MH が SAP メッセージを直接受信できても，その HA が受信できるとは限らない．この場合には，
MHが主体となる制御が必要である．以下，HA，MH主体の制御手順を示す． 
3.3.2.3. ホームエージェント主体の制御手順 
HAは，scope内にMHのHNを含む全マルチキャストグループの SAP メッセージを直接受信で
きるが，scope 外の MH は受信できない．scope外の MH の参加が望まれるグループは，MA とは
無関係に，TA=転送可の属性を持つ．そこで，HAは，mobile IPの手順で登録されているMHから
scope外に移動しているMHを選択して，選択したMHをTA=転送可のグループにトンネル法で参
加させる制御を起動する．MH が scope 内/外に移動しているかは，MH がそのグループの SAP メ
ッセージを直接受信する/しないで区別できる．この制御を行うための HA の動作フローを図 3-22
に示す． 
HA は，SAP メッセージを受信すると，まず，そのマルチキャストグループの TA が転送可である
か否かを検出する．転送可であれば，登録されているMHに対して，そのグループの SAPメッセー
ジを受信しているか否かを問合わせる．問合わせの際には，グループを識別するために，そのグル
ープの S-ID を用いる．この問合わせの結果，同一 S-ID の SAP メッセージを受信していない MH
のみに対してトンネルを構成してトンネル法で参加させる．他のMHは scope内に存在するので，ト
ンネルを構成しない． 
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図 3-22 HAの動作フロ  ー
この制御のシーケンスを図 3-23に示す．HAからMHに対する問合わせメッセージ(図中，Query)
には，問合わせるグループの S-IDが含まれる．このシーケンスにより，HAは，scope外に存在する
MH-2 との間にトンネルを構成し，TA=転送可のグループに参加させることができる． 
 
図 3-23 HAによるトンネルの構成手順 
3.3.2.4. 移動ホスト主体の制御手順 
この制御は，マルチキャストグループの scope内のMHが直接受信した SAPメッセージに基づき，
そのグループに直接法での参加可否を判断することが目的である．MH は直接法を用いることが
できるので，TA に依存せず MA のみを考慮すればよい．MA=限定無のグループには，その SAP
メッセージを受信できる全 MHが参加できる．これに対し，MA=限定有のグループの場合，MHは
その SAP メッセージを受信しても，参加できるとは限らない． 
この制御は，MH，HA共に SAP メッセージを受信していれば両者はそのグループの scope内に
存在し，MHのみが SAP メッセージを受信していれば HAは scope外に存在するので，MH と HA
が共に同一グループの SAP メッセージを直接受信しているか否かを検出することで実現できる． 
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以上の制御は，図 3-24 に示すフローの動作を MH に適用することで実現できる．MHは，SAP
メッセージを受信すると，MA を検出する．MA=限定無であれば，そのグループに直接法で参加
する．一方，MA=限定有であれば，MHは，その HAに対して，同一グループの SAP メッセージを
受信しているか否かを問合わせる．その結果，HAが同一グループの SAP メッセージを受信してい
ればMHは直接法で参加し，していなければMHはグループへの参加を辞退する． 
 
図 3-24 MHの動作フロ  ー  
この制御シーケンスを図 3-25に示す．MHから HAに対する問合わせメッセージ(図中，Query)に
は，問合わせるマルチキャストグループを識別するための S-ID が含まれる．MA=限定有のグルー
プには，MH-Aはその HAである HA-Aが scope内に存在するので直接法で参加し，MH-Bはそ
の HAである HA-Bが scope外に存在するので参加を辞退する． 
 
図 3-25 MH主体の制御シーケンス 
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3.3.3. IP Multicastの移動拡張による効果 
以上，Internet 上で MH をサポートできるマルチキャスト通信を目指し，移動を考慮したメンバー
限定，帯域の有効利用を実現する制御方式を示した．まず，IP Multicast と mobile IPを分析し，1)
マルチキャスト通信の長所である帯域有効利用を十分に生かせない，2)ホスト移動によりグループ
のメンバーを限定できないという課題があることを示した． 
この課題を解決する方策として，まず，移動を考慮したグループにとって望ましいメンバーを明
確にするために，IP Multicastの scopeに， 
1) マルチキャストデータグラムの転送が可能か否か 
2) メンバーを scope内に HAを持つMHに限定するか否か 
を示す属性を付加して拡張することを提案した．この拡張により，ホスト移動を考慮した新しいマル
チキャストサービスの可能性を示唆した．さらに，scope と MH，その HA の包含関係を認識するた
めに，MH とその HA間でマルチキャストグループの SAP メッセージの受信を問い合わせる手順を
導入した．導入した scopeの属性と手順の結果に応じて，mobile IPで定義される 2つのマルチキャ
ストデータグラム送受信方法を適切に使い分けることで，帯域有効利用を考慮して MH をサポート
できるマルチキャスト通信を実現できることを示した． 
3.4. 結言 
本章では，ユニキャスト通信，マルチキャスト通信の双方に関し，現状，主流である IPv4 で MH
を収容する方式を提案した． 
ユニキャスト通信に関し，ホスト移動を考慮していない既存の IPv4機器との互換性を維持しつつ，
移動管理トラヒックの抑圧と通信経路の効率化を両立することを可能とする新しい MH 収容方式
(IP
2方式)を提案した．IP2方式のポイントは，IPデータグラムを終端せずに IPヘッダチェックサム処
理の拡張でカプセル化/非カプセル化データグラムの識別を行う確率的な識別手法を適用したカ
プセル化方式の適用にある．これにより，移動対応ホスト，中継ルータでもモビリティバインディング
を管理することを可能とした．さらに，3種類のモビリティバインディング管理機能と 2種類の管理手
法を定義し，提案したカプセル化方式と併せて，管理機能と管理手法を適切に使い分けることで，
移動管理トラヒックの抑圧と通信経路の効率化の両立を実現することを明らかにし，その効果を定
量的に示した． 
マルチキャスト通信に関し，まず，IP Multicast と mobile IPを分析し，これらを組合わせてMHを
収容しても，1)マルチキャスト通信の長所である帯域有効利用を十分に生かせない，2)ホスト移動
によりグループのメンバーを限定できない，という課題があることを示した．この課題を解決する方
策として，移動を考慮したグループにとって望ましいメンバーを明確にするために，IP Multicast の
scope に，1)マルチキャストデータグラムの転送が可能か否か，2)メンバーを scope 内にホームエー
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ジェントを持つMHに限定するか否か，を示す属性を付加し，固定ホストのみを考慮していた scope
の概念をホスト移動に対応できるように拡張することを提案した．この拡張により，ホスト移動を考慮
した新しいマルチキャストサービスカテゴリの可能性を示唆した．さらに，IP Multiast が定義する
scopeとMH，そのホームエージェントの包含関係と scopeの属性に応じて，mobile IPで定義される
2 つのマルチキャストデータグラム送受信方法を適切に使い分けることで，帯域有効利用を考慮し
てMHをサポートできるマルチキャスト通信を実現できることを示した． 
本章で示した IPのMH収容技術は，上位層に対するホストの物理的移動の仮想化のみならず，
携帯電話と無線 LAN のように異なるネットワーク間の接続切替も実現できる．この接続切替は，上
位層に対してアクセス網を仮想化するものであり，IPのオープン化に大きく寄与する． 
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第4章 移動通信サービス活用の技術と方策 
 
4.1. 緒言 
本章では，移動通信システムの需要喚起に向けて，オープン化されたインタフェースを活用し，
エンドユーザにとって質的変化をもたらす新サービス創出のための技術ならびに方策のあり方に
ついて述べる．多種多様なサービスが存在しうる中，「質的変化をもたらすサービス」の必要条件と
して，“既存の通信事業者では実現困難なサービス”という視点に基づいて検討する． 
新サービス創出技術に関し，異種・複数の通信事業者が提供するサービスを束ねることで，単独
通信事業者では実現困難な広域・広帯域アクセスリンクを創出する方式を提案する．このリンクを
列車内 Internet アクセスへの適用することを想定し，列車内での実験を通して有用性を示す
[35][36]． 
新サービス創出の方策のあり方に関し，個別最適化が求められる法人企業向け内線電話に、通
信事業者が提供する移動通信サービスを適用するために必要な運用ならびに接続ルールのあり
方を検討する．フェムトセル基地局の利用者設備化，無線リソース管理業務の部分委託，音声通
話に関する帯域幅課金，みなし MVNO の導入により，通信事業者サービスの法人向け内線電話
適用の可能性が高まることを示す[37]． 
4.2. ヘテロジニアスな無線回線バンドリングサービス 
Internetの普及，ADSLの低価格化に伴い，オフィスや家庭でのブロードバンド Internet アクセス
が一般化している．また，ノート PCは，無線 LANデバイスを内蔵しているものが多く，PC さえあれ
ば，無線 LAN への接続が可能である．この流れの中，外出先でのブロードバンドアクセス提供に
向けて，公衆無線 LANスポットが広がっている．図 4-1に，2002年にガートナー社が先進的な IT
ユーザを対象に行った無線 LAN スポットが欲しい場所に関するアンケート結果[70]を示す． 
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図 4-1 無線 LANスポットが欲しい場所 
現在，無線 LANスポットは，駅や空港，ホテル，喫茶店などに広く展開しているが，これらに加え，
新幹線，電車，飛行機等の乗物内の無線 LAN スポットが期待されている．ユーザは，移動時間を
乗物という空間に束縛され，移動に伴う時間と空間の有効活用を期待するためと推定される． 
乗物内無線 LANスポットの難しさは，乗物と外部網を接続するアクセス手段の確保にある．周囲
が自由空間である飛行機内の無線 LAN スポット化は，ボーイング社が提供する Connection by 
Boeing のように衛星を使って実用化されつつある．しかし，地上は，周囲の建物，トンネルなど電
波伝搬環境が複雑であり，飛行機と同様に扱うことはできない．本節では，各種の列車向け無線
LANスポットサービス概要を 4.2.1.1にて比較し，逆多重という構成法を用いた異種複数無線ネット
ワークを統合する BBRide®6を提案する． 
4.2.1. 公共交通機関向け Internetアクセスサービス・BBRide
®
 
図 4-2に，BBRide®のコンセプトの概要を示す．BBRide®は，車両内に設置されたモバイルルー
タ(MR: Mobile Router)，地上局に設置されたホームエージェント (HA)，MRに接続される車両内
無線 LANアクセスポイントで構成される．MRとHAを結ぶアクセス回線として，既存の無線回線を
束ねた 1 本の論理リンクを構成し，これを活用する．既存の回線としては，第 2 世代移動通信網，
IMT-2000網，PHS (Personal Handy-phone System)網，無線 LANなどを活用することができる．無
線LANを活用する際には，高速ハンドオーバ[71]を導入し，高速移動にも対応できる．乗客は，車
両内無線 LAN アクセスポイント (AP: Access Point)に接続し，MR-HA 間の論理リンクを介して
Internetにアクセスする．これは，ユーザから見ると，通常の無線 LANスポットと同様の構成であり，
無線 LAN内蔵 PC さえあれば，Internetアクセスが可能となる． 
                                                        
 
6
 BBRideは日本電気株式会社の登録商標である． 
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図 4-2 BBRide®による車両-地上間接続の概要 
BBRide
®の特徴は，車両-地上間を結ぶアクセス回線にある．このアクセス手段に対する要件は，
次の 3点である． 
1) ADSL等のブロードバンド環境に慣れているユーザが満足できる程度の広帯域性 
2) 高速で広域に移動する列車乗車中であっても継続して接続できる広域性 
3) ビジネスとして成立可能な低コスト(経済性) 
4.2.1.1. 車両-地上間のアクセス手段の比較 
現在検討が進められている方式も含め，車両内のユーザトラフィックを地上局との間で転送する
アクセス手段として，1)個人携帯，2)漏洩同軸ケーブル(LCX: Leaky Coaxial Cable)，3)沿線無線
LAN，4)衛星通信，5)BBRide®がある．以下，これらの特徴を示す． 
1) 個人携帯: 
• 接続形態:乗客個人の携帯電話で地上局と接続 
• 広帯域性:IMT-2000の場合，数百 kbps程度 
• 広域性:移動通信事業者のエリア設計に依存 
• 経済性:新インフラ不要だが，ケーブル購入などのユーザ負担が生じる 
2) LCX[72][73]:  
• 接続形態:沿線に敷設されたケーブルから漏洩する電波を介して，車両と地上
局を接続 
• 広帯域性:技術的には数Mbps程度の伝送が可能．既設のものは数百 kbps程
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度のものが多い 
• 広域性:ケーブルが敷設されれば広域展開可能 
• 経済性:広帯域ケーブルを用いたインフラが必要 
3) 沿線無線 LAN[74][75]:  
• 接続形態:沿線に敷設した無線 LAN APを介して，車両と地上局を接続 
• 広帯域性:最大 54 Mbpsが使える可能性がある 
• 広域性:AP 当たりのエリアは 100 m 程度である．また，干渉の影響を考慮した
広域設計は難しい 
• 経済性:全線に渡ってAP及びAPまでの回線敷設が必要であり，インフラコスト
が大きい 
4) 衛星通信: 
• 接続形態:衛星を介して車両と地上局を接続 
• 広帯域性:30 Mbps程度までの伝送容量が得られる可能性がある 
• 広域性:トンネルや山岳地帯での利用が難しい 
• 経済性:車両の移動に伴い，衛星をトラッキングする必要があり，車両設備のコ
ストがかさむ 
5) 逆多重方式(BBRide®): 
• 接続形態:セルラー，無線 LAN 等，既存の無線資源を束ね，車両と地上局を
接続 
• 広帯域性:複数の回線を束ねることで，数Mbps以上の伝送速度が得られる 
• 広域性:異なる移動通信事業者の回線のように異種回線を束ねることで，不感
地帯を抑圧できる 
• 経済性:既存無線資源を活用するため新規インフラ不要．ユーザは PC にバン
ドルされた無線 LANのみで利用可能 
以上のように，BBRide®は，広帯域性，広域性，経済性に優れた方式である．経済性に関しては，
新規インフラの要否を軸として考えると，これらの特徴は表 4-1のようにまとめられる． 
表 4-1 車両-地上局間のアクセス手段の特徴 
 広帯域性 広域性 経済性(新規インフラ要/不要) 
個人携帯 × △ ○ 新規インフラ不要 
LCX ○ △ × 新規インフラ要 
沿線WLAN ○ × × 新規インフラ要 
衛星通信 ○ × ○ 新規インフラ不要 
逆多重方式(BBRide®) ○ ○ ○ 新規インフラ不要 
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4.2.1.2. BBRide
®
のビジネス的側面 
BBRide
®は，鉄道会社と周波数利用ライセンスを保有する移動通信事業者の双方にとってのビ
ジネスを新たに創出する可能性を持つ． 
• 鉄道会社にとってのメリット 
BBRide
®は，主として，常時 PC を活用するビジネスユーザが利用する．現在，通勤客へ
のサービス向上に向け，指定券や整理券で座席を確保する優等列車が人気を博してい
る．また，大都市圏を結ぶ高速列車の利用者の多くはビジネス利用であり，このような乗
客に対して，インターネットアクセスを付加サービスとして提供することで，鉄道会社の付
帯事業の増収が期待できる． 
• 移動通信事業者にとってのメリット 
コンシューマ市場の飽和，ARPU (Average Revenue per User)減少のため[77]，コンシュ
ーマ事業での増収は難しい．また，番号ポータビリティ導入により，移動通信事業者変更
の敷居が下がるため，移動通信事業者間の契約者囲い込み競争の激化が予想される．
このような中で，コンシューマに加え，大口法人に対する回線卸ビジネスが一つの有力な
施策となりうる．このような状況の中，多くの乗客を抱える鉄道会社を対象とする BBRide®
運用者は，移動通信事業者にとっての大口法人ユーザとなりえる． 
4.2.2. BBRide
®
アーキテクチャ 
図 4-3 に，BBRide®のシステム構成を示す．地上局に設置された HA は，異種・複数の無線回
線を束ねたアクセス回線を介して，運行中列車のそれぞれに配されるMRと接続され，同時に複数
編成の列車と通信する． 
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図 4-3 BBRide®アーキテクチャ 
このような通信を効率的に実現するために，BBRide®は，1)ユーザトラフィックを伝送するユーザプ
レーン，2)システム全体の無線資源を管理する管理プレーンの 2つのプレーンで構成される． 
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4.2.2.1. ユーザプレーン 
ユーザプレーンの目的は，HA と MR 間を結ぶ異種・複数の無線回線を束ね，束ねた回線を効
率的に活用することにある．このために，HAとMR間に，MIM (Mobile Inverse MUX)を導入する．
ユーザプレーンのレイヤ構成を図 4-4 に示す．MIM は，MR-HA 間のプロトコルとして定義され，
車内のユーザ端末やインターネット上のサーバにはトランスペアレントである．また，ユーザ端末の
IPからみると，MR-HA間の 1ホップのリンクを制御するリンク層プロトコルとなる．また，無線回線の
変動に起因する TCPスループット劣化抑圧のために，MR-HA間で TCPを分断する TCPスプリッ
ト[76]の導入も可能である． 
 
図 4-4 ユーザプレーンのレイヤ構成 
図 4-5 に，HA，MR に導入する MIM の基本機能をレイヤ構成とともに示す．MIM は，次の 2
つの機能で構成される． 
(1) IPを用いて，異種・複数の無線回線を汎用的に束ねる複数 CoAマッピング機能 
(2) 高速移動に伴ってリンク品質が独立かつ高速に変動する異種・複数の無線回線を高効
率に束ねて伝送する高効率伝送機能 
 
図 4-5 MIMの基本機能とレイヤ構成 
MIMは，BBRide®を支えるコア技術であり，次節でこれらの機能を詳細に示す． 
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4.2.2.2. 管理プレーン 
BBRide
®では，専用無線資源を用いずに，既存の無線資源を活用するため，サービスエリア全
域の無線資源は要望通りに利用できるとは限らない．また，基地局設置位置は，必ずしも BBRide®
に最適化されたものではなく，無線資源供給に地域偏在性がある．さらに，無線資源利用料金も
必要である．管理プレーンは，これらの点を考慮し，同時に在線する列車に対し，適切な無線資源
を割当てる． 
資源割当ての最適化基準は，資源利用料金最小化，通信容量最大化など，BBRide®の運用ポ
リシーによって定められる．このポリシーを満たすために， 
• 列車在線位置で利用できる各無線資源量 
• 列車で必要とする通信容量 
• 各無線資源利用料金 
に基づいて，無線資源の最適割当を行う． 
4.2.3. モバイル逆多重(MIM: Mobile Inverse MUX)方式 
逆多重方式は，64 kbpsの ISDN回線を 2本束ねて 128 kbpsの 1本の回線として扱う技術[78]
として知られている．しかし，この方式は，品質の安定した有線回線を前提としており，通信品質が
時変となる無線回線への適用は困難である．本節では，多様な無線アクセス回線を束ねられるよう
に，汎用的な IP 接続が提供される無線システムに適用できる構成を検討対象とし，通信品質が不
安定な無線回線に適用できる逆多重方式として，MIM 方式の構成と制御手順の詳細ならびにそ
の特性をコンピュータシミュレーションにより明らかにする． 
4.2.3.1. 複数 CoAマッピング 
この機能は，第 3章に示した IPの移動対応技術を応用して異種・複数の無線資源を仮想化し，
汎用的に束ねる機能である．この機能により，BBride®は，IP パケットを伝送できる無線システムで
あれば全て束ねることが可能であるという特徴を有する． 
無線システムは，IPパケット伝送のために，接続ノードに IPアドレスを割当てる．MRは，接続す
る異種・複数の無線システムから得た IP アドレス群を各無線システムに対する CoA とし，HAに登
録する．下り伝送では，HAが 1つのMRから登録される複数 CoAを宛先とした IPパケットを並列
送信することで，異種・複数の無線資源を束ねる．図 4-6に，このパケットフォーマットを示す． 
 
図 4-6 BBRide®のパケットフォーマット 
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図のように，ユーザの IPパケットに 4.2.3.2に示す高効率伝送機能を実現するヘッダ(MIMヘッダ)
を付加し，UDP/IP ヘッダでカプセル化する．上り方向は，IP カプセル化ヘッダのソースアドレスを
各 CoA とし，無線回線群を束ねて伝送する． 
4.2.3.2. 高効率伝送機能 
それぞれの無線回線は，パケットロス率や遅延が異なり，単純に束ねても効率的な伝送を行うこ
とができない．効率的な伝送のために，フロー制御と再送制御を導入する． 
4.2.3.2.1. フロー制御[79][80]  
フロー制御の目的は，品質が異なる無線回線群を束ねて，利用できる全帯域を使い切ることに
ある．このために， 
(1) プローブ: 動的に変動する回線品質のモニタ 
(2) スケジューラ: 回線品質に基づく最適な帯域利用 
の 2機能を導入する．フロー制御方式概要を図 4-7に示す． 
 
図 4-7 フロー制御方式概要 
HAは，各回線品質のモニタのために，ユーザデータにオーバレイさせたプローブ信号を周期的
に送信する．プローブ信号を受信したMRは，各回線の受信速度を推定するとともに，到着時刻を
HA に応答する．各無線回線品質は，この閉ループでモニタされる．スケジューラには，PAC 
(Predict And Correct)方式[79][80]を適用する．この方式は，モニタされた最新の回線品質を用い
て，それぞれの回線で送信済みのパケット到着時刻を再推定し，現在送信するパケットの伝送時
間が最短になるリンクを選択して送信する． 
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4.2.3.2.2. 再送制御[79][81]  
再送制御の目的は，無線回線で生じたパケット損失を迅速に検出し，適切な無線リンクで再送
することで，再送遅延を最小にすることにある．このために， 
(1) 順序制御と再送制御の分離 
(2) 単一または複数の回線から構成される再送単位 
を特徴とする再送制御を導入する． 
図 4-8 に，再送制御方式の概要を示す．BBRide®では，同時に複数ユーザのセッションを扱う
が，順序制御はユーザセッション単位とし，再送制御と分離する．これにより，パケット損失検出を
ユーザセッション毎の順序制御を行う前に全セッションに対して統一的に実施することで，迅速な
再送制御の起動を図る．また，再送単位として，単一回線あるいは遅延差が少ない回線群を選ぶ
ことで，再送パケット間での順序入換等のオーバヘッドを抑圧し，効率的な再送を提供するもので
ある．図では，3 本の回線群を再送単位として，2 本のユーザセッションを伝送する場合を一例とし
て示す． 
 
図 4-8 再送制御方式概要 
図 4-9に，提案する再送制御の 3本のユーザセッションに対する動作概要を示す．3本のセッシ
ョンキューにキューイングされるユーザセッションのパケットは，再送単位毎の再送キューに入力さ
れる．再送キューのパケットには，ユーザセッションとは独立に，再送番号と呼ぶシーケンス番号を
付加し，順次，送信する．再送番号が付加されたパケットを受信すると，再送番号に基づいて，ユ
ーザセッションとは独立にパケット損失を検出する．また，ユーザセッション毎の順序制御はセッシ
ョン毎のキューで行い，パケット損失が無いユーザセッションのパケットは，順次転送される． 
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図 4-9 再送制御の動作概要 
以上の動作で，再送番号=4 のパケットが損失すると，受信側では，再送番号=3，5 の順番でパ
ケットを受信するため，再送番号=5の受信時に損失を検出できる．これは，順序制御と再送制御を
分離したことにより得られるメリットである．これらの制御が分離されないと，再送番号=4 の損失は，
同一セッションの次パケット，すなわち，図中，再送番号=7の受信まで検出できない．また，再送要
求，再送パケットは，4.2.3.2.1 のフロー制御により，再送単位を構成する回線群の中から，適切な
回線を用いて伝送される． 
4.2.4. モバイル逆多重方式の性能評価 
コンピュータシミュレーションにより，MIM のスループット特性を評価する．無線回線モデルとし
て，”Bad”と”Good”の 2状態をランダムに遷移するモデルを用いる．Bad/Good 状態の平均滞在確
率を 50%とし，平均状態遷移周期を変化させることで，無線回線変動を模擬する．各状態に対して，
各回線の伝送特性を模擬するパラメータを設定し，W-CDMA，cdma2000回線をそれぞれ2本，合
計 4 本の回線を束ねる．また，既存方式との比較のために，TCP Vegas[82]で定められる制御を用
い，スループット最大化(Win1)と遅延最小化(Win2)の 2つの設定の場合について評価する． 
評価結果を図 4-10 に示す．図において，実線は，MIM，Win1，Win2 の総スループット，破線
は，遅延が 1秒以内となるスループットである．総スループットではWin1が最大だが，実用的な遅
延時間 1秒以内を条件として課すと，MIMは，Win1，Win2の性能よりも 50 %程度の大きなスルー
プット向上を可能とする．これは，ネットワークの輻輳回避を主目的とした TCP のフロー制御に対し，
PACを軸としたMIMのフロー制御が，伝送特性の時間変動が激しい無線回線に対応してパケット
を適切な回線に送信していることに起因する．データ通信が主たる利用形態である Internet アクセ
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スでは，エンド-エンドの通信には TCPを用いる場合が多い．TCPのエンド-エンドスループットの最
大値は，エンドシステムの受信ウィンドサイズとエンド-エンドの RTT （Round Trip Time）の比で与え
られるため，遅延時間を抑圧する MIM による逆多重により，エンド-エンドのスループット向上が期
待できる． 
 
図 4-10 シミュレーション結果 
また，図 4-11に首都圏の約 60 kmに渡る特急列車内で，IMT-2000システムの回線を 1回線用
いた場合とMIMで異種事業者の複数 IMT-2000システムの回線を束ねた場合のスループット測定
結果を示す．干渉状況や受信状態によって，複数伝送速度モードを動的に割当てる制御オーバ
ヘッド，高速移動に伴う伝送品質の劣化により，スループット変動は生じるが，MIM によって 1.5 
Mbps以上のスループットが得られることがわかる． 
 
図 4-11 MIMの実フィールド評価結果 
MIM によって提供されるアクセスリンクは，公衆無線回線を束ねて構成されるものである．図 4-11
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に示すように，全線に渡る広帯域化を実現するが，一般利用者の利用状況等によって，そのスル
ープット特性も変動し，常に同様のスループットを保証することは困難である．このため，このアクセ
スリンクを用いたサービスは，スループットに関してはベストエフォート型のサービスとして提供する
必要がある．このサービスは，エンドユーザに対して，広帯域のスループットに加えて，全線に渡っ
てアプリケーションが切断されないということもメリットの一つとして提供できる．このメリットを確実に
提供するためには，MR が TCP を仮想終端し，エンドユーザ端末との間で TCP keep-alive を行う
等，サービス提供に向けた工夫も必要になると考える． 
 
本節では，列車内ユーザに対するインターネットアクセスサービスを提供する BBRide®を提案し
た．具体的な技術としては，逆多重方式(MIM)ならびにスケジューリング方式(PAC)等の新しい技
術を導入している．BBRide®は，鉄道会社，通信事業者に対する新サービスビジネスをもたらすも
のである．また，実環境での評価を行い，異種事業者の複数 IMT-2000 回線を束ねることで 1.5 
Mbps以上のスループットが得られることを明らかにした． 
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4.3. 通信事業者サービス活用方策 
国内の通信利用形態は，大きな変革期を迎え，ライフラインとしての電話に加え，インターネット
に代表されるデータ通信のアクセスとして，無線通信系の重要性が高まってきている．音声系，デ
ータ系の状況[83][84]を図 4-12，図 4-13に示す．図 4-12は，国内における固定電話，IP電話，
携帯電話/PHS (図中，mobile phone)から発呼された総通話時間(棒グラフ)と総発呼回数(線グラ
フ)の変遷を示している．この図より，固定電話発の通話時間，回数とも減少傾向が続き，2007年に
は，通話時間，発呼回数ともにモバイルからのものよりも小さくなっている． 
 
図 4-12 国内の電話トラヒック動向 
また，図 4-13 は，インターネットアクセスに利用する端末別のインターネットアクセス人口である．
2000年頃は，PCのみでアクセスする人口が最大であったが，PC と携帯を両方使ってアクセスする
人口が増加し，現時点では，両端末の利用が一般化している．PC と携帯は，画面の大きさ，起動
時間など，異なる特質を持っており，利用シーンに応じて端末を使い分けるという文化が浸透して
いる[84]． 
 
図 4-13 Internetアクセス人口のアクセス手段ごとの推移 
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無線通信へのニーズの高まりは，企業においても同様であり，業務を支える電話/データ通信に無
線通信を適用し，従業員の通信機能の高度化，業務効率化などが図られてきている． 
このような無線通信活用の進展に伴い，図 1-2 に見られるように，国内の携帯電話加入者数は
飽和し，その増加率はきわめて低く[3]，無線通信市場の大きな部分を占める移動通信市場は成
熟期を迎えている．フラットレートの導入が一般化する一方，スマートフォン利用者の増加による指
数関数的なデータ通信量の増大によるインフラ整備要求が高まる中，移動通信事業者は，新たな
収益源を確保することが急務となっている．これに向け，移動通信事業者は，従来のネットワークイ
ンフラ事業に加えて，iモードに代表されるポータル事業の拡充，端末に組込まれた ICチップを利
用した電子マネー事業等の様々な打開策を打ち出している． 
並行して，総務省は，政策ロードマップ「新競争促進プログラム 2010」[4]を策定した．これは，移
動通信のみならず，NGN (Next Generation Network)に代表される有線網も含む広範なものである．
移動通信に関しては，現状の移動通信事業者による端末からアプリケーションまでの垂直統合モ
デルを水平分業化し，新たなサービス提供者の参入を促進することで活性化を図ることをコンセプ
トとしている．このロードマップの実現に向けて，新規サービス提供者としてのMVNO参入促進[85]，
フェムトセルによるアクセスの多様化[86][87][88]，ドミナント制度や接続ルールの見直し[4][89]，
SIM (Subscriber Identity Module)ロック解除[90]など，様々な具体的な施策が検討されている．こ
れらの検討結果に基づき，電波法や電気通信事業法の改正，現行法の適用範囲の明確化を図る
ガイドラインの発行等が進められている． 
このように，移動通信市場の活性化に向けて，移動通信事業者自身のアプローチ，新規サービ
ス提供者の参入促進アプローチが同時並行的に進められている中で，法人企業市場は両アプロ
ーチの接点に位置するものと考える．移動通信事業者からみると，スマートフォンを中心とした 2台
目需要や組込モジュール市場の拡大が期待されている[91]．また，コンシューマ応用が中心のマ
スを対象としたサービスでは実現しにくい法人企業毎のカスタマイズは，新規サービス提供者の付
加価値となりえる． 
本節では，法人市場に注目し，法人向け移動通信市場をより活性化していくために必要な政策
提言を行う．まず，国内の法人企業における無線通信の活用状況を俯瞰し，無線通信システムに
求められる要件を明らかにする．次に，国内の移動通信市場活性化に向けた政策パッケージと法
人企業の要件を比較し，法人企業ユーザがより移動通信を利用しやすい環境となるための施策を
提言する． 
4.3.1.  法人企業内無線通信インフラの要件 
企業内においても，無線によってもたらされるユビキタス性を有効に活用する機運が高まり，無
線通信の需要も増大している．例えば，昨今のエコロジー意識の広がりと共に，紙による資料配布
から電子ファイル配布が一般化し，会議や打合せにノート PCを持ち寄る機会が増えている．また，
内線電話に関して，会議室等への構内移動や外出時であっても，シングルナンバーでつながるこ
とにより，業務効率の格段の向上が期待されている．さらに，倉庫や店舗のようなオフィス以外の職
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場においては，ハンディ業務端末に無線機能がバンドル化され，在庫検索や検品がリアルタイム
で実行できるため，業務の効率化が可能となる． 
このように，様々な企業内活動を支える通信インフラとして，無線通信システムへの期待は高ま
っている．企業内インフラに適用する際，通信品質はもとより，業務システムとの連携，レイアウト変
更や異動によるトラヒック分布の変化への対応などの運用面，コスト面，技術の陳腐化リスクも，重
要な検討項目となる． 
4.3.1.1. データ通信の現状 
データ通信に関しては，数十Mbps以上のピークレートを提供する IEEE 802.11 無線 LANが主
要な技術として用いられている．無線 LANは，1999年に標準化された IEEE 802.11bから最新の
IEEE 802.11nに至るまで，後方互換性を配慮して先端的な技術が盛り込まれたグローバル標準規
格である．コストインパクトが大きい端末に関しては，国内においては，既にノートPCの 60%以上に
バンドルされている[4]．また，倉庫や店舗等のフィールド業務用ハンディ端末への無線 LAN 搭載
も進んでおり，オフィス，フィールド共に，先端技術の導入が容易である．さらに，グローバル標準
規格であるため，規模による経済効果の恩恵を享受することもできる． 
また，2.4 GHz帯，5 GHz帯のアンライセンスバンドを用いるため，利用者設備としてインフラの設
置，運用が可能であり，企業の責任において柔軟な運用体制を構築することができる．一方で，他
ユーザの無線 LAN からの干渉による通信性能劣化リスクは常に存在する．しかし，データ通信に
おいては，若干のスループット劣化が生じるものの，CSMA-CA (Carrier Sence Multiple Access 
with Collision Avoidance)等の Listen before talkに基づくエチケットルールの遵守が図られている
限り，大きな影響は出にくい． 
4.3.1.2. 音声通信の現状 
内線電話に代表される構内音声通信は，事業所 PHSが主要な技術であり，無線 LANを使った
VoIP も提案されている．事業所 PHS は，免許不要で利用できるため，無線 LAN と同様に柔軟な
運用体制が構築できる．また，回線交換をベースとした技術であり，安定した音声品質が提供でき
る． 
しかし，PHSは，1)実質的に国内独自システムであり端末購入価格など経済性に課題がある点，
2)音声中心に検討された技術であり，高速データには物足りない点という課題が挙げられており
[92]，陳腐化リスクが高い．一方，無線 LAN VoIP (Voice over IP)は新しい技術であり，期待は高い
ものの技術的な成熟度は低く，例えば，端末の電池もち時間など改善が必要である．さらに，上述
のように他ユーザの無線 LAN からの干渉問題を内包している．干渉の影響は，データ通信と音声
通信では根本的に異なり，リアルタイム性が求められる音声通信品質に対しては著しく品質を劣化
させる．このため，無線 LAN VoIPでは，一定の通信品質を維持することが極めて困難である． 
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4.3.1.3. 企業内無線インフラの高度化へのアプローチ 
以上のように，データ通信に関しては，無線LANが通信品質，運用，コストの全ての面で優れて
おり，今後も主力システムとなる．一方，内線電話に関しては，現状では，望ましいシステムが存在
せず，企業内インフラの大きな課題となっている． 
このような状況の中，移動通信事業者による携帯電話を用いた内線電話サービスが発表されて
いる[93][94][95]．法人企業からみたこのサービスのメリット，懸念点をまとめると，次のようになる． 
• メリット 
 構内/構外を問わずシングルナンバーリーチが実現でき，業務効率化に極めて有効
である． 
 端末に関し，国内の無線電話端末(携帯電話端末，PHS端末，無線LAN IP電話機
能付端末(無線 LAN 専用 IP電話端末および携帯/無線 LANデュアル端末))の総
出荷台数に対する事業所PHS端末，無線LAN IP電話機能付端末の割合は，それ
ぞれ，1.5%，0.2%程度で推移している[96]．このため，携帯電話端末は，PHS や無
線 LAN VoIP端末と比較して，規模による経済効果が期待できる．さらに，先端技術
の投入サイクルも短くなり，導入コスト，陳腐化リスクに対して有利である． 
 公衆向けの電話サービスと同じ技術を用いていることから，公衆サービスと同程度
の品質を享受できる． 
• 懸念点 
 ライセンスバンド上の移動通信事業者のサービスであるため，事業所 PHS や無線
LANにはない月々のランニングコストが発生する． 
 マスに対するサービス提供を基本とした移動通信事業者が，個別法人企業に対す
る最適化，カスタマイズに柔軟に対応できない． 
 
懸念点は，ランニングコストと個別最適化された運用に集約される．この 2 点は，「新競争促進プラ
ン 2010」の検討範囲に含まれるものである．すなわち，ランニングコストに関しては，ドミナント制度
や接続ルール見直しの範疇であり，個別最適化運用を新サービスとするMVNOの一形態として実
現の可能性がある． 
個別最適化運用に関して，多くの企業では，部門代表内線番号を持ち，固定/無線電話が共存
することが一般的であり，固定系内線電話と一体化した無線内線電話の運用が求められる．具体
的な例としては， 
• 部門の新設や改変に伴う固定内線電話も含む内線番号計画への対応 
• レイアウト変更や異動に伴うトラヒックや利用エリアの変動に対するカバレッジ保証[97] 
• インフラ機器や端末のネットワーク機器増設や撤去，故障対応[97] 
  
 73 
が挙げられる．このように，固定/無線双方の機器そのものからネットワークコンフィグレーションまで，
幅広く個々の企業が求める運用要件に対応する必要がある．マスに対するサービスが中心の移動
通信事業者では，各法人企業の個別要件を満たすことが困難であり，企業内の内線電話を構築
するベンダー/SIer (System Integrater)がMVNO となり，固定/移動の内線電話サービスを提供する
形態が一つの望ましいアプローチの一つであると考える． 
4.3.2. 企業内無線内線電話の高度化に向けた提言 
ここでは，ベンダー/SIerがMVNOとなって，企業内の無線内線電話サービスを運用するために
必要となる追加施策を提言する．追加施策のポイントは，ランニングコストの低減と個別最適化運
用に向けた制度改革にある．この追加施策により，MVNO が各企業に向けた個別最適化を図るこ
とで，マスサービスの提供を中心とする移動通信事業者の欠点を補うことができ，その市場拡大が
加速される．一方，企業ユーザは，低コストで安定した無線内線電話サービスを享受することがで
きる．このためのMVNOの形態としては，電波法第 5章第 4節に示される無線局の免許人等が他
者に当該無線局の運用を行わせることを可能とする「無線局の運用の特例」制度を活用してサー
ビスを提供する「みなしMVNO」[85]によるサービス提供が適している． 
4.3.2.1. 運用のあり方 
法人企業の無線内線電話にとって最も重要なポイントは，構内の必要な場所であれば，どこでも
つながるという点にある．携帯電話を内線電話として活用する場合，一般公衆用に用いられる屋外
基地局の電波を利用することも可能であるが，地下階や高層階フロアなど，屋外基地局からの電
波が弱いエリアが存在する．このようなエリアを補完するために，送信出力を無線 LAN と同程度に
抑えて，狭いエリアのみをカバーできるフェムトセルの活用が期待できる[86]．フェムトセルは，「モ
バイルビジネス活性化プラン」において，モバイルアクセス網の多様化の推進の 1アイテムとして定
義され，フェムトセル基地局の取扱に向けた方針が示された[86]．この方針には，事業者設備とし
てのフェムトセル基地局，利用者設備としてのフェムトセル基地局の両方の形態について，制度整
備及び法の適用の明確化を行うことが明記されている．企業で利用するという観点から見れば，基
地局増設や撤去が比較的容易に行える利用者設備として，フェムトセル基地局を扱えることが望ま
しい．しかし，現時点では，事業者設備としてのフェムトセル基地局を前提として，電波法，電気通
信事業者法適用のガイドライン[87]，携帯電話サービスを提供するための運用ガイドライン[88]が
発行されているのみである． 
一方，「みなし MVNO」は，従来，PHS 等の小電力の基地局等を前提としていたが，2008 年 1
月の第 169 回国会において，フェムトセル基地局への適用が議決されている[85][98][99]．大中規
模企業では，PBX (Private Branch eXchange)や固定電話端末を自社設備として保有，運用する形
態を採用するケースが多い[100]．このような企業では，有線/無線電話を統合的に運用することが
望まれ，無線内線電話も自社設備として保有，運用できることへの期待は高い．フェムトセル基地
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局の運用においては，移動通信事業者が提供する公衆サービスと同じ周波数帯を利用するため，
公衆サービスと企業内サービス間の干渉を回避するための制御が必要になる．この制御には，無
線通信技術の知識が必要であるため，例えば，無線通信が得意な「みなし MVNO」による運用が
適していると考える．また，この制御は，無線周波数ライセンスを保有する移動通信事業者の主導
の下で実施されることが妥当であると考えられるため，「みなし MVNO」のような運用者と移動通信
事業者との間での情報の共有が不可欠になる．しかし，現時点では，「みなし MVNO」は，[85]に
おいて，電波法が定める「無線局の運用の特例」制度を活用して運用サービスを提供する事業者
と定義されているものの，実運用に向けた移動通信事業者との責任分担，制約条件などが不明確
であり，事実上，運用者としての事業が困難になっている． 
以上のように，携帯電話を用いた企業内無線内線電話の運用に向けて，フェムトセル，「みなし
MVNO」という枠組みは定義されている．しかし，既存の固定内線電話との統合管理，公衆サービ
スへの影響の抑圧を実現するためには， 
• 利用者設備としてのフェムトセル基地局の法制度適用，運用指針の明確化 
• 「みなしMVNO」によるフェムト基地局運用に向けた指針の明確化 
を，早急に施策として展開することが重要である． 
4.3.2.2. 料金のあり方 
一般的には，内線電話に対するランニングコストは無料であることが期待されている．しかし，ラ
イセンスバンドを利用する場合は，免許人である移動通信事業者のリソースを利用するため，必然
的にランニングコストが発生する．このため，法人企業の内線電話として活用するためには，ランニ
ングコストが十分に低廉であることが求められる．また，法人企業にとっては，接続料金の予見性が
高い定額制の適用が容易な帯域幅課金が望ましい．この課金体系は，一般には，契約端末数に
依存した料金と利用可能な最大帯域幅に依存した料金の和で構成される．前者は契約管理コスト
から算定される料金，後者は通信路を構成する設備に関わるコストから算定される料金であり，独
立性の高いものである．現在，移動通信事業者の料金体系は多様化しており，これらの料金体系
で規定される要素を組合せることで，現実的なランニングコストで提供できるという仮説の下，ドミナ
ント事業者指定7を受け，接続約款が公開されている国内大手移動通信事業者を例にして，法人
                                                        
 
7
 通信市場への影響力が大きく支配的（ドミナント）と判断される通信事業者．移動通信に関しては，
端末シェアと収益額シェアの両方が 25 ％を超える事業者であり，現在，NTT ドコモ社ならびに
KDDI 社がこれに該当する．2001 年の電気通信事業法改正にて，移動通信事業者に対して，他
事業者との接続ルールや接続料金などを定めた約款の届出制が採用された．接続料算定の適正
性・透明性を高めるために，2010 年 3 月のガイドライン[89]において，固定通信事業者と同様に，
接続料金算定の枠組みが定められた．現時点では，移動通信事業者の場合，固定通信事業者と
異なり，設備のボトルネック性は認められていない． 
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企業の内線電話に対するランニングコストの試算を試みる．表 4-2 に，移動通信事業者が提供す
る法人企業内線電話サービス料金[101]と接続約款に示されるパケットの相互接続料金[102]の概
要を示す． 
表 4-2 事業者の内線サービスとパケット接続約款の概要 
 事業者の内線サービス パケット接続約款 
携帯基本契約料金 
980円/回線/月 
(法人向け最安値) 
1)  
内線電話サービス料 945円/回線/月 1)  
回線(端末)数 
依存料 
回線管理費  97円/回線/月 1) 
内線接続料 420円/チャネル/月 3)  
10Mbps:               12,567,408円/月 帯域幅依存料 
レイヤー3接続料金  
10Mbpsを超える 1Mbps毎:1,256,741円/月 
3) 
その他 内線グループ料金 
2100円/内線サー
ビスグループ/月 
2)  
 
まず，移動通信事業者が提供する法人企業向け内線サービスを利用した場合のランニングコス
トを示す．最大のドミナント事業者が提供するサービスを例にすると，このサービスのランニングコス
トは，1)回線(=端末)単位に発生する月額基本料金，2)契約企業単位に発生する月額基本料金，
3)最大同時通話数(=帯域幅)に対する月額料金，4)移動通信事業者網と企業網を接続する月額
固定回線料金の 4 つのカテゴリから構成される．無線リソースに関連する料金として 1)～3)に着目
し，表 4-2内の対応項目に 1)～3)を付記する．500端末を契約する場合を例に，最大同時通話数
をパラメータとした場合のランニングコストを図 4-14 に示す．図において，1)と 2)の総和を契約端
末数依存コスト (monthly fee depending on terminal number and contraction)，3)を帯域幅依存コス
ト (monthly fee depending on bandwidth)として示す．また，最大同時通話数は，それぞれの企業
の業態，業務フローに依存する設計パラメータであり，一般的な数値を示すことは困難であるが，
通常のオフィスであれば，総端末数の 10-15 %程度となる 
 
図 4-14 移動通信事業者サービス利用時のランニングコスト 
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図 4-14 より，ランニングコストの支配要素は，契約端末数依存コストであることがわかる．また，端
末 1台あたりのランニングコストは，最大同時通話数による差は極めて小さく，ほぼ，2000円程度に
なる． 
次に，接続約款に記載されるパケット通信接続料金をベースに試算する．パケット通信と音声通
信では，移動通信事業者網の構成要素が異なるため，パケット通信接続料をそのまま音声通話に
適用することはできないが，ランニングコストの目安にはなりえると考える．パケット接続料金は，1)
契約端末単位の料金，2)帯域幅に依存した料金，の2つのカテゴリで構成される．表 4-2に示すよ
うに，現状の料金体系では，10 Mbpsを最低帯域幅として規定し，10 Mbpsを超える 1 Mbps毎に
追加料金を設定しているが bit単価は等しいので，音声通話に必要な容量に比例した料金が課金
されると仮定する． IMT-2000 システムの音声コーデックの 1 つに AMR-NB (Adaptive 
Multi-Rate-Narrow Band)がある．これは，4.75-12.2 kbpsの可変レートであり，平均 8 kbps とする．
上り/下りを考慮し，1通話あたりの占有帯域幅を 16 kbpsとする．このとき，図 4-14と同様の条件で
ランニングコストを求めると，図 4-15のようになる． 
 
図 4-15 データ接続約款を用いたコストの推定 
この場合は，図 4-14 とは反対に，帯域幅に依存する料金が支配項となる．端末あたりのランニン
グコストは，最大同時通話数に大きく依存し，最大同時通話数を全端末の 10 %程度とすれば，
2000 円程度となることがわかる． 
従来，内線電話に対するランニングコストが不要であることを考えると，端末あたり数千円の月々
のランニングコストが受け入れられ難い．しかし，移動通信事業者が提供する内線電話に対する帯
域幅依存料金とパケット通信接続に適用される端末数依存料金を組み合わせると，ランニングコス
トは図 4-16のようになる． 
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図 4-16 通信事業者サービスの帯域幅料金とパケット通信約款の端末数依存料金の組合わせ 
図 4-16のランニングコストは，図 4-14，図 4-15と比較すると，ランニングコストは 1/10以下となり，
ライセンスバンドを用いた内線電話の実現性は，現実的なものになる． 
日本では，接続ルールの見直し[4]が行われており，2010年 3月 29日に，移動通信事業者との
接続ルールのガイドライン[89]が発行されたばかりである．このガイドラインによれば，データ通信，
音声通話の接続料金は，それぞれ，帯域幅課金，従量制課金を基本としている．しかし，移動通
信事業者の法人向け内線サービスとして，音声通話料金を最大同時接続数に基づく定額課金と
いう帯域幅課金と同等のコンセプトで提供しているという現実がある．また，図 4-16 に示すように，
移動通信事業者が提供する料金を適用できれば，「みなし MVNO」によるライセンスバンドを用い
た内線電話サービスも現実的なものになり，新たなモバイル通信市場が創出される可能性が創出
される．このためには， 
• 帯域幅課金と同等の最大同時通話数に基づく音声通話接続料金の導入 
も視野に入れ，接続料金の透明化を推進していくことを提言する． 
4.3.3. 企業内無線内線電話へのライセンスバンド活用の条件とその意義 
本節では，国内企業の無線通信インフラを俯瞰し，現状の免許不要の通信システムでは，無線
内線電話に求められる要件を満たすことが困難であることを示した．この課題を解消するアプロー
チとして，ライセンスバンドの携帯電話を適用することを検討した．その結果，現行制度下において
は，既存固定電話との統合運用，公衆携帯サービスに対する影響の低減，ランニングコストについ
て，要件を満たせないことを示した．要件を満たすためには， 
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• 利用者設備としてのフェムトセル基地局の法制度面，運用面の明確化 
• 「みなしMVNO」によるフェムト基地局運用に向けた指針の明確化 
• 音声通話に対する帯域幅課金ベースの相互接続料金の導入 
が必要であることを示した．これらにより，「みなしMVNO」が各企業に向けた個別最適化を図り，マ
スに対するサービスの提供を得意とする移動通信事業者の欠点を補うことで，移動通信事業者自
身の市場拡大と新たな MVNO 事業領域の拡大が加速される．さらに，企業ユーザにとっては，低
コストで安定した無線内線電話サービスを享受できる． 
4.4. 結言 
本章では，多種多様なサービスが存在しうる中，「質的変化をもたらすサービス」の必要条件とし，
“既存の通信事業者では実現困難なサービス”という視点から，移動通信システムの需要を新たに
喚起するサービス創出に向けた技術と方策に関する研究成果を述べた． 
新サービス創出に関しては，MIM 方式を利用し，異種・複数の移動通信事業者が提供する無
線アクセスリンク群を束ねて，単一の無線アクセスリンクとして提供する無線回線バンドリングサービ
スを提案した．MIM 方式は，IP のカプセル化技術を活用して複数の移動通信事業者の通信サー
ビスを仮想化し，上位層に対して 1本の論理リンクとして提供する．また，時々刻々変動する無線ア
クセスリンク群を効率的に束ねるために，複数のリンク群に跨るフロー制御(PAC 方式)，再送制御
方式を導入した．MIM で構成される無線リンクのサービスエリア・伝送速度は，各移動通信事業者
によって異なるサービスエリア・伝送速度の和で与えられるため，単一の移動通信事業者では実現
困難な広帯域・広域な無線アクセスリンクを提供できる．このリンクの適用先として，広帯域・広域性
が求められる鉄道やバス等の公共交通機関の乗客に対するインターネットアクセスサービスを想定
し，首都圏の約 60 kmの鉄道路線におけるMIM方式の実伝搬路評価を実施した．その結果，異
種・複数通信事業者の IMT-2000 回線を束ねることで，トンネル区間を除くほぼ全線での接続が可
能であり，ピークレートで 1.5 Mbps 以上のスループットが得られることを明らかにした．このように，
単一の移動通信事業者では提供困難なサービスを創出することで，新たな需要の創出を喚起す
ることができる． 
さらに，新サービス創出方策に関し，個別最適化が求められる法人企業向け無線内線電話に対
して，移動通信事業者が提供するサービスを適用するための運用制度，接続ルールのあり方を分
析検討した．この結果，現在，国内の多くの企業では，免許不要のPHSや無線LANを活用した無
線内線電話が用いられているが，技術の陳腐化の進展，干渉による品質確保・維持が困難である
点，規模の経済性が見込みにくい点等，多くの課題を抱えていることが明らかになった．この領域
に，移動通信事業者の回線を活用し，課題を解消するための運用制度，接続ルールを提言した．
具体的には，フェムトセル基地局の利用者設備化，無線リソース管理業務の部分委託，音声通話
に関する帯域幅課金，みなしMVNOの導入により，運用面，コスト面の両面に対して，移動通信事
業者サービスの法人向け内線電話適用の可能性が存在することを明らかにした．これらの運用制
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度や接続ルールの更改により，一般コンシューマを中心としたマスを対象とするサービス提供を基
本とする移動通信事業者のサービスを個別最適化が求められる領域へ展開することで，新たな需
要の創出を見込めることを示した． 
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第5章 結論 
本論文は，エンドユーザが享受する価値の向上と産業としての発展を両立可能な移動通信産
業全体の健全な成長の実現を目的として，筆者が大阪大学大学院工学研究科 電気電子情報工
学専攻博士後期課程在学中ならびに日本電気株式会社在職中に行った研究成果をまとめたもの
である．以下に，本研究で得られた成果を総括して述べる． 
 
第 1章では，国内の移動通信産業の現状分析ならびに固定アクセス系の過去の推移の振り返り
に基づき，移動通信産業全体の健全な成長を生物界における持続発展可能なシステム，すなわ
ちエコシステムとして捉え，その構造分析を行った．その結果，健全な成長を支えるための構成要
素として，「無線通信のブロードバンド化」，「システムのオープン化によってもたらされるオープンシ
ステム」，「活用技術/法制度」があることを明らかにした． 
 
第 2章では，無線通信のブロードバンド化に向け，TDMA移動通信システムのブロードバンド化
の課題である，時間変動する符号間干渉を抑圧できる低コストな等化方式を提案した．提案方式
は，最適受信方式として知られる MLSE 方式を基本方式として，低コストでその等化能力を引き出
すものであり， 
• サンプルタイミング制御を不要とする分数間隔サンプル型MLSE方式 
• 固定小数点演算で高速な時間変動に追従可能な QT-LMSアルゴリズムの適用 
• フロントエンドにログアンプを導入した極座標信号入力型 MLSE 方式による簡素化した
受信信号レベル制御方式 
から構成される．提案方式について，計算機シミュレーションならびにプロトタイプ機を用いた実験
による評価を行い，その有用性を明らかにした． 
 
第 3章では，IPによるMH収容技術を提案し，MH収容が IPのもつオープン性を高めるもので
あることを示した．有線，無線等の多様なリンク層以下のアクセス技術を集約して上位層に対して
仮想化すると共に，上位層に対して共通の API を提供する IP は，オープンシステムとしての
Internet の軸となるプロトコルである．しかし，固定ホストを前提としたプロトコルであり，ホストの移動
に対して通信を継続させることは困難である．そこで，ユニキャスト通信，マルチキャスト通信の双
方に対し，MHを収容する各種の新しい方式を提案した． 
ユニキャスト通信に関し，既存のホスト移動を考慮していない IPv4機器との互換性を維持しつつ，
移動管理トラヒックの抑圧と通信経路の効率化を両立する方式を提案した．この方式は，1)IP ヘッ
ダチェックサム処理の拡張でカプセル化/非カプセル化データグラムの識別を行う確率的な識別手
法を適用したカプセル化方式の適用，2)ホストの移動管理機能と管理手法の適切な活用を特徴と
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している．これにより，移動管理トラヒックの抑圧と通信経路の効率化の両立が可能となった． 
マルチキャスト通信に関し，ホストの移動を考慮したグループメンバー管理ポリシーの拡張，MH
に対するサービスカテゴリのあり方に対する分析検討を加え，サービスカテゴリ，管理ポリシーとホ
ストの接続位置，ホストのホームネットワークの位置を考慮したデータグラム転送方式を提案した．
また，提案方式による帯域有効利用が可能であることを明らかにした． 
また，IPからみると，ホスト移動は，「ネットワークへの接続点の変化」と捉えられる．IPがMHを収
容できれば，物理的なホスト移動に対する通信の継続性に加えて，異なるリンクを跨る通信の継続
性も実現できる．これは，多様なリンク層を集約する下位層に対するオープン性の機能を高めるも
のであることを明らかにした． 
 
第 4 章では，移動通信システムの需要を新たに喚起する新サービス創出に向け，「質的変化を
もたらすサービス」の必要条件として，“既存の通信事業者では実現困難なサービス”という視点か
ら，新サービス創出技術ならびに方策について分析検討を加えた． 
新サービス創出技術に関し，MIM 方式を利用し，異種・複数の移動通信事業者が提供する無
線アクセスリンク群を束ねて，単一の無線アクセスリンクとして提供する無線回線バンドリングサービ
スを提案した．これにより，単一の移動通信事業者では実現困難な広帯域・安定かつ広域なアクセ
スリンクを提供可能となった．また，本提案の効果と実現可能性を明らかにするため，首都圏の約
60 km の鉄道路線での実伝搬路を用いた実験的検討を加えた．その結果，トンネルを除く全線を
カバーし，ピークレートで 1.5 Mbps以上のスループットが得られ，提案方式に対する有効性を確認
した．この技術により，単一の移動通信事業者では実現困難な新たなモバイルインターネットアク
セス環境の可能性を示した． 
新サービス創出に向けた方策に関し，個別最適化が求められる法人企業向け無線内線電話に
対して，移動通信事業者が提供するサービスを適用するための運用制度，接続ルールに対する
検討を加え，各種方策に対し，運用面，総合コストの定量的比較を行った．この結果，フェムトセル
基地局の利用者設備化，無線リソース管理業務の部分委託，音声通話に関する帯域幅課金，み
なし MVNO の導入により，運用面，コスト面の両面に対して，移動通信事業者サービスの法人向
け内線電話への適用可能性が高まることを明らかにした．これらの運用制度や接続ルールの更改
により，マスに対するサービスを基本とする移動通信事業者のサービスを個別最適化が求められる
領域へ展開することで，新たな需要の創出を見込めることを示した． 
 
移動通信事業者が提供するサービスは成熟期を迎え，移動通信産業の成長は踊り場局面に入
った．この局面を打開するためには，エンドユーザに質的変化をもたらす新しいサービス提供が必
須である．本研究では，質的変化をもたらすサービスの創出を支える必須基盤として，移動通信の
ブロードバンド化，オープン化を達成した．さらに，移動通信事業者が提供するサービスを加工し
て新たなサービスを創出するための技術ならびに運用制度・法制度整備に向けた方策を明らかに
した．これらの成果により，移動通信産業の健全な持続的成長を促すことが可能になった． 
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付録A ガウス雑音に対するブランチメトリックの導出 
MLSE方式におけるブランチメトリックは，各状態遷移に対応する送信系列ベクトル候補 s
r
~のゆう
度で与えられる．雑音として平均がゼロ，分散が 2σ のガウス雑音，サンプル周期を NT / とした場
合 を 示 す ． 時 刻 kT ～ 時 刻 ( )TNNk /)1( −+ に お け る 雑 音 ベ ク ト ル を
))/)1((,),/1(),(()( NNknNknknkn −++= L
r
とすると，雑音ベクトルの確率密度関数 ))(( knp
r
は，
次式の N 次元結合ガウス確率密度関数[47]で与えられる． 
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












=
−
−
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)1(,1
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0,1
2
)1(,0
2
σσρ
σρσρ
σρσ
L
MOM
L
L
N
N
N
µ     (A-2) 
であり， ijλ は共分散行列µの逆行列の第 ji, 成分，∗は複素共役を示す． 
さて，受信信号ベクトル )(kr
T
r
は，雑音が存在しない場合の理想的な受信信号ベクトル(受信信
号レプリカベクトル) ))/)1((ˆ,),/1(ˆ),(ˆ()(ˆ NNkrNkrkrkr
T
−++= L
r
と雑音ベクトル )(kn
r
を用いて， 
)()(ˆ)( knkrkr
TT
r
r
r
+=     (A-3) 
とかける． )(ˆ kr
T
r
の i番目の要素， )/(ˆ Nikr + は， )(ˆ kr
T
r
に寄与する送信シンボル推定値を要素と
するベクトル， ( )))1((),1(),(ˆ −−−= mkskskss
T
L
r
を用いると， 
t
Ti
shNikr
rr
ˆ)/(ˆ ⋅=+      (A-4) 
である．ここで， tは転置ベクトルを示す．また，
i
h
r
は， )/(ˆ Nikr + に対する通信路インパルスレス
ポンスベクトルであり，図 2-3 に示す第 i番目のトランスバーサルフィルタのタップ係数を要素とす
るべクトル 
),,,( ,1,1,0 imiii hhhh −= L
r
    (A-5) 
である．ここで，式(A-3)より， )(kn
r
は， 
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)(ˆ)()( krkrkn
TT
r
rr
−=     (A-6) 
と表現できる．式(A-6) において， )(ˆ kr
r
は， )(kn
r
には依存せず送信系列ベクトル sˆ
r
(確率変数)と
)(ˆ kr
r
の各要素に対する通信路インパルスレスポンスベクトル
i
h
r
(定数)のみで決まる値である．更
に， 
)(ˆ)()( krkrk
TTT
r
rr
−=ε     (A-7) 
の変数変換を式(A-1)に適用すると，式(A-1)は，受信信号ベクトル )(kr
r
と送信系列候補ベクトル
cS
r
の結合確率密度関数に変換され， 








++−⋅= ∑
−
=
∗
1
0,
2/
)/()/(
2
1
exp
)(det)2(
1
)ˆ),((
N
ji
ijN
NjkNikskrp εελ
pi µ
r
r
 (A-8) 
となる．ここで，各状態遷移に対応する送信系列候補ベクトル s
r
~の確率密度関数を )~(sp
r
とすると，
)~(s
r
Λ は，式(A-8)にベイズの法則[47]を適用することにより， 
)~(
)~),((
)~|)(()~(
sp
skrp
skrps T
T
r
r
r
r
r
r
==Λ    (A-9) 
で与えられる． 
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付録B 分数間隔サンプルされたガウス雑音の正規化相関係数 
受信フィルタヘの入力雑音を平均がゼロ，電力密度スペクトルが
0
N の白色ガウス雑音として，
受信フィルタの周波数特性が )( fK である場合を考える．このとき，受信フィルタ出力雑音の自己
相関関数 )(τR は， 
[ ]
0
21 |)(|)( NfKFR −=τ     (B-1) 
で与えられる(8)．但し， [ ]•−1F は逆フーリエ変換， || • は絶対値を示す．更に，雑音が定常過程か
つエルゴード性が成立すると仮定すれば，受信フィルタ出力雑音の相関係数 )(τρ は， 
0
)(
)(
N
R τ
τρ =      (B-2) 
が成立する．式(B-1)および式(B-2)から， )(τρ は， 
[ ]21 |)(|)( fKF −=τρ     (B-3) 
で与えられる． 
図 B-1に，受信フィルタとしてルートナイキストフィルタを用いた場合の正規化相関係数を示す．
図において，α はロールオフ係数である．この図より， 35.0=α の場合，シンボル速度の 2 倍の速
度でサンプルしたときの各サンプル間の雑音の正規化相関係数は 0.6 程度であり，雑音の相関の
影響はかなり大きく出ると考えられる． 
 
図 B-1 受信フィルタ出力雑音の相関係数 
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付録C QT-LMS アルゴリズムを適用した型 MLSE 受信器の導出 
適応型 MLSE 受信器では，時刻 kにおける判定結果ベクトルと現在の通信路インパルスレスポ
ンス推定ベクトルから受信信号のレプリカを生成し，実際の受信信号と受信信号のレプリカとの誤
差信号電力が最小になるように通信路インパルスレスポンス推定ベクトルを逐次的に推定していく
[44]．ここでは，この逐次推定アルゴリズムとして，QT-LMS アルゴリズムを適用した QT-LMS 適応
型MLSE受信器の構成を示し，基本的な動作特性を明らかにする． 
C-1 QT-LMS アルゴリズム 
１次QT-LMSアルゴリズムを用いた通信路インパルスレスポンス推定の概念図を図C-1に示す．
図において，実線は実際の通信路インパルスレスポンスの変動，破線は通信路インパルスレスポ
ンス推定値である．1 次 QT-LMS アルゴリズムは，推定する時間変動をある周期(図中，リセット周
期)に分割し，その周期内における変動を時間の１次式でモデル化して推定するアルゴリズムであ
る．このアルゴリズムでは，推定すべき変数は，時間変動の 1次微係数(1次変動成分: 1h )と周期に
おける初期値(0次変動成分: 0h )の 2変数である．以下に，一般化した高次( L次)QT-LMSアルゴ
リズムについて説明する． 
0h
1h
線形近似
01)( hthkh +×=
t
( ) 01)( hRthkh +−×= ( ) 021)( hRthkh +−×=
リセット周期
0 R R2 R3
実際の通信路インパルスレスポンス
通信路インパルスレスポンス推定値  
図C-1 1次QT-LMSアルゴリズムによる推定コンセプト 
一般に，QT-LMSアルゴリズムは，通信路インパルスレスポンスの時間変動を L次の時間の多項
式でモデル化することにより，より高速で高精度の追従特性を実現するアルゴリズムである．すなわ
ち，時刻 kにおける通信路インパルスレスポンスベクトル )(kh
r
を 
)0,()1,(),()(
1
khkLkhkLkhkh
LL
r
L
rrr
++⋅−+⋅=
−   (C-1) 
とモデル化し，それぞれの係数ベクトル ),( Lkh
r
， )1,( −Lkh
r
，…， )0,(kh
r
を推定し，推定結果を式
(C-1)に代入して )(kh
r
を求める．このとき，係数ベクトルは，通信路インパルスレスポンスの時間変
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動の高次微分係数( L次変動成分)である，また，係数ベクトルの各要素は，遅延波成分及び遅延
波成分の時間変動の L次変動成分である．ここで， )(kh
r
と判定結果ベクトル )(ˆ ks
r
を用いると,時刻
kにおける受信信号レプリカ )(ˆ kr は， 
)()(ˆ)(ˆ khkskr
rr
⋅=      (C-2) 
と表すことができる．ここで，通信路インバルスレスポンス長をm とすると， 
( )))1((ˆ,),1(ˆ),(ˆ)(ˆ −−−= mksksksks L
r
    (C-3) 
( ))1(,),1(),0()( −= mhhhkh t L
r
    (C-4) 
( ) ),,1,0()1,,(,),1,,(),0,,(),( Limikhikhikhikh t LL
r
=−=  (C-5) 
である．式(C-4)，式(C-5)において， tは転置ベクトルを示す．式(C-1)及び式(C-3)～式(C-5)を式
(C-2)に代入すると， )(ˆ kr は， 
( )∑
∑
=
=
−−−+−+=
⋅=
L
j
j
L
j
mksmjkhksjkhksjkhk
khkskr
0
0
))1((ˆ)1,,()1(ˆ)1,,()(ˆ)0,,(
)()(ˆ)(ˆ
L
rr
 (C-6) 
となり， )(ˆ kr は jk の線形和で表現される．このため jk の係数ベクトル ),( jkh
r
は，次式に基づいて
それぞれ独立に推定できる． 
j
j kkskjkhjkh ⋅⋅⋅∆+=+
∗
)(ˆ)(),(),1(
rrr
ε    (C-7) 
ここで， j∆ は j次変動成分の逐次更新のためのステップサイズ， )(kε は )(ˆ kr と )(kr との誤差信号，
∗は共役複素， kは基準時刻からの時間を表す変数である． kが大きくなると，通信路インパルス
レスポンスの時間変動を L次式のモデルで近似することが困難になってくる．また， kは単調増加
変数であるから， kが大きくなると式(C-7)右辺の第 2 項も大きくなり，制御系が不安定になる可能
性がある．このため，リセット周期 Rを定め， ( )Rk,mod が零となったとき， 
( )∑
=
−⋅−=
L
j
j
khkkh
0
)0,1(1)0,(
rr
    (C-8) 
),2,1(),1(),( Ljjkhjkh L
rr
=−=     (C-9) 
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0=k       (C-10) 
にしたがって各変数をリセットする[45]． 
C-2 受信機構成と追従特性 
図 C-2に，１次 QT-LMSアルゴリズムを用いた QT-LMS適応型MLSE受信器のブロック図を示
す．この受信機の適応通信路インパルスレスポンス推定回路では，まず，通信路インパルスレスポ
ンスの 0次変動成分と 1次変動成分の推定値に基づいて判定結果を再変調して，受信信号レプリ
カ )(ˆ kr を求める(式(C-6))．さらに， )(ˆ kr と実際の受信信号 )(kr との誤差信号 )(kε を用いて，通信
路インパルスレスポンスの 0次変動成分推定値( )0,(kh
r
)と 1次変動成分推定値( )1,(kh
r
)を式(C-7)
に基づいて逐次的に更新していく．MLSE 受信器に供給される通信路インパルスレスポンス推定
値は， )0,(kh
r
と )1,(kh
r
から式(C-1)に基づいて求められる．また，カウンタ値がリセット周期 R と等し
くなった場合には，式(C-8)～式(C-10)に基づいて，各変数をリセットする．MLSE受信器では，この
ようにして得られる通信路インバルスレスポンス推定値に基づいて，受信信号を復調する． 
)(ˆ kr
)(kε
)(kr
)(ˆ ks)(kr
)0,1( +kh
r
)1,1( +kh
r
)1( +kh
r
k
 
図C-2  1次QT-LMSアルゴリズムを用いたMLSE受信器 
図 C-3～C-5に，通信路インパルスレスポンス長さ(m )を 1，0次変動推定成分更新ステップサイ
ズ(
0
∆ )＝0.05，1 次変動推定成分更新ステップサイズ(
1
∆ )＝0.005，リセット周期( R )をシンボル周
期(T )の 6 倍 )6( T ，最大ドップラ周波数を 80 Hz として，計算機シミュレーションで得られた通信路
インバルスレスポンス推定結果(実成分)を示す．シミュレーションの主要諸元は，表 2-1と同様であ
る．図C-3～C-5は，それぞれ，0次変動成分推定値,1次変動成分推定値，0次変動成分推定値と
1 次変動成分推定値の線形和(通信路インバルスレスポンス推定値)に対応する．これらの図より，
図 C-1に示した QT-LMSアルゴリズムの考え方と合致した動作であることが確認できる． 
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図C-3  0次変動成分の推定例 
 
図C-4  1次変動成分の推定例 
 
図C-5  通信路インパルスレスポンスの推定例 
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また，1 次 QT-LMS アルゴリズムの追従性能は，0 次変動推定成分更新ステップサイズ(
0
∆ )，1
次変動推定成分更新ステップサイズ(
1
∆ )，リセット周期( R )の値の選択に大きく依存する[43]．適
用する環境に即して，適切に設定する必要がある． 
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付録D 受信信号レベルのダイナミック変動に対処するフロントエンド構成 
移動通信では，基地局・移動局間の距離に応じて受信機入力レベルが大きく異なる．特に，
TDMA システムでは，基地局はスロットごとにレベル差の大きい信号を受信する可能性がある．レ
ベル変動に対しては AGC (Automatic Gain Controller)を用いてレベルを補償する方式がよく知ら
れているが，レベルの大きく異なる信号に対し瞬時に応答する AGC 回路を構成することは容易で
はない．そこで，ログアンプを用いて受信信号を極座標表現し，得られた振幅信号と位相信号とを
入力とする等化方式を示す．本方式によれば，複雑なAGCを用いずに広いダイナミックレンジと瞬
時の応答が期待できる[48]． 
D-1 極座標信号入力型の MLSE 受信器構成 
図D-1に提案するMLSE受信器のブロック図を示す．入力は，ログアンプにより検出されたRSSI
信号をサンプルした対数振幅情報 )log(r と振幅制限された受信信号を基に位相検出器[49]で検
出した位相情報θ である．等化器系では，まず対数振幅情報 )log(r に関し，スロット中の最大値を
用いて正規化を行った後，線形な振幅情報 r に変換する．次に， ( ) ( )yxr ,, →θ の座標変換を行い，
直交座標系の直交信号を生成する．この直交信号を MLSE 受信器への入力とする．この一連の
変換処理は，DSPを用いれば，200サンプルのデータに対して 0.35 MIPS程度で実現できる． 
ADC
RSSI
ログアンプ
Phase 
Detector
memory normalize
BPF
Log→Linear
リミッタ出力
RSSI
NORM
=RSSI
MAX
-RSSI
r
θ
1次QT-LMSアルゴリズムを
適用したT/2間隔サンプル
の適応型MLSE
(x,y)
memory
ログアンプを適用
したフロントエンド
(r,θ)
↓
(x,y)
,
),( yx
r
θ
, -
E
 
図D-1 極座標信号入力型MLSE受信器 
D-2 極座標信号入力型 MLSE 受信器に対するフロントエンドの要件 
フロントエンドの要件は，MLSE 受信器の受信特性に影響を与えない入力信号を供給すること
であり，以下の 3点がポイントでとなる． 
• 入力信号の精度(量子化ビット数)がMLSE受信器に与える影響 
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• 受信レベルによって異なる skewがMLSE受信器に与える影響 
• 素子によるログアンプ特性のばらつき(ログアンブ特性のゲインスロープ誤差)が MLSE 受
信器に与える影響 
表 2-2 に示す諸元のプロトタイプ機を用いて，これらの要件を評価した結果を，図 D-2～図 D-4
に示す．図D-2は，振幅情報，位相情報に必要なビット精度を調べたものである．図より 4/pi シフト
QPSK信号に対しては，振幅情報は 8ビット(量子化レベル当たり 0.27 dB)，位相情報は 6ビットあ
れば等化特性の劣化はないことがわかる．また，図D-3の skew対ビット誤り率特性を参照すれば，
T05.0± の skewでは等化器特性の劣化は少ないことが分かる．図D-4は，ログアンブ特性における
直線部の傾きを変化させたときのビット誤り率の劣化を示したものである．横軸は，真の傾きに対す
る比の値を示している，20％までの傾き変化に対しては，等化器特性の劣化は少ない． 
log(r) (θ :6bit)
θ : (log(r):12bit)
AD変換ビット数
E
b
/N
0
=18 dB
skew=0.0,
sampling timing = 0/8T
2-Ray Rayleigh Model, delay=T, f
d
=80 Hz
 
図D-2 ビット誤り率対量子化ビット数特性 
2-Ray Rayleigh Model, delay=T, f
d
=80 Hz
E
b
/N
0
=18 dB
(×T )
 
図 D-3 ビット誤り率対 skew特性 
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2-Ray Rayleigh Model, delay=T, f
d
=80 Hz
E
b
/N
0
=18 dB, skew=0.0
 
図 D-4 ビット誤り率対ログアンプゲインエラー特性 
以上より，極座標信号入力に基づく移動通信用等化器は，AGC を用いずとも広いダイナミックレン
ジを実現できる． 
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付録E 略語集 
ACS   Add, Compare and Select 
ADSL   Asynchronous Digital Subscriber Line 
AGC   Automatic Gain Control 
AMR-NB  Adaptive Multi-Rate-Narrow Band 
API   Application Interface 
ARPA   Advanced Research Projects Agency 
ARPU   Average Revenue per User 
ATM   Asynchronous Transfer Mode 
AV   Audio Video 
B-ISDN   Broadband Integrated Service Digital Netwotk 
BSD   Berkeley Software Distribution 
CD   Compact Disc 
CDMA   Code Division Multiple Access 
CH   Correspondent Host 
CoA   Care-of Address 
CSMA-CA  Carrier Sence Multiple Access with Collision Avoidance 
DSP   Digital Signal Processor 
DTCP   Digital Transmission Content Protection 
FTTH   Fiber To The Home 
G-ID   Geograhoical Identifier 
G-IP   Geograhoical IP 
HA   Home Agent 
HN   Home Network 
http   HyperText Transfer Protocol 
IMT-2000  International Mobile Telecommunications-2000 
IPv4   Internet Protocol version 4 
IPv6   Internet Protocol version 6 
L-ID   Logical Identifier 
L-IP   Logical IP 
LAN   Local Area Network 
LCX   Leaky Coaxial Cable 
MA   Membership Limitation Attribution 
MH   Mobile Host 
MIM   Mobile Inverse MUX 
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MVNO   Mobile Virtual Network Operator 
MLSE   Maximum Likelihood Sequence Estimation 
NGN   Next Generation Network 
MR   Mobile Router 
NSF   National Science Foundation 
OFDMA   Orthogonal Frequency Division Multiple Access 
OS   Operating System 
PAC   Predict And Correct 
PBX   Private Branch eXchange 
PDU   Protocol Data Unit 
PHS   Personal Handy-phone System 
POP   Post Office Protocol 
PN   Physical Network 
QoS   Quality of Service 
QPSK   Quadrature Phase Shift Keying 
QT-LMS   Quick Tracking-Least Mean Square 
RSSI   Received Signal Strength Indication 
RTT   Round Trip Time 
S-ID   Session Identifier 
SAP   Session Announcement Protocol 
SH   Stationary Host 
SIer   System Integrater 
SIM   Subscriber Identity Module 
SMTP   Simple Mail Transfer Protocol 
TA   Transferable Attribution 
TDMA   TimeDivision Multiple Access 
TTL   Time-To-Live 
VIP   Virtual IP 
VN   Virtul Network 
VoIP   Voice over IP 
WDM   Wavelength Division Multiplexing 
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